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平成 17 年 4 月 26 日制定（国空機第 911 号） 

平成 23 年 6 月 30 日一部改正（国空機第 282 号） 

平成 23 年 7 月 13 日一部改正（国空機第 19 号） 

平成 31 年 3 月 29 日一部改正（国空機第 1692 号） 
令和元年 6 月 28 日一部改正（国空機第 359 号） 

 
                  国土交通省航空局安全部航空機安全課長 
 
 

第Ⅱ部「型式承認及び仕様承認の手引き」 
 
 

第 1 章 総則 
1-1 目的 

この手引は「装備品等型式及び仕様承認等要領｣（以下「要領」という。）に基づ

く型式及び仕様（以下「型式（仕様）」という。）の承認等に係る手続きにあたり、

その内容について基本的事項を具体的に定めることを目的とする。 
なお、外国において設計された発動機、装備品、部品及び特定救急用具に係る手

続きについては別途定める。 
 

1-2 関連法規等 
本手引きは次の関連法規等に基づく手続き及び基準の詳細を示すものであり、原

則として、関係者は本手引きに従って手続き等を行うことが求められる。 
(1) 航空法（昭和 27 年法律第 231 号。以下「法」という。） 

（関連条文 第 10 条、第 62 条） 
(2) 航空法施行令（昭和 27 年政令第 421 号） 
(3) 航空法施行規則（昭和 27 年運輸省令第 56 号。以下「規則」という。） 

（関連条文 第 14 条、第 14 条の 2、第 15 条、第 152 条、附属書第 1） 
 

第 2 章 申請 
型式又は仕様承認の対象となる装備品及び部品（以下「装備品等」という。）の型

式（仕様）又は特定救急用具の型式について承認を受けようとする者（以下、「申請
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者」という。）は、装備品等にあっては規則第 14 条の 2 第 1 項に基づき、特定救急

用具にあっては規則第 152条第2項に基づき、国土交通大臣あて申請書を 1部作成し、

附属書等関係書類を添付して航空局安全部航空機安全課に提出しなければならない。 
 
2-1 申請の種類 

申請を便宜上次のとおり区別して取り扱う。ただし、いずれの申請の場合であっ

ても基本的な手続きは同じである。 
(1) 新規申請 

型式（仕様）承認の対象となる装備品等及び特定救急用具の型式（仕様）につ

いて初めて承認を受けようとする場合の申請のことをいう。申請者が既に何らか

の型式（仕様）について承認を受けている場合であっても、異なる型式（仕様）

について承認を受けようとする場合はこれに該当する。 
(2) 変更申請 

既に承認を受けている型式（仕様）又は附属書の記載内容の変更について承認

を受けようとする場合の申請のことをいう。 
(3) 追加申請 

既に承認を受けている型式（仕様）（以下、「原型式（仕様）」という。）の

基本設計からの派生型を同一の系列（又は派生型）として原型式（仕様）に追加

しようとする場合の申請のことをいう。 
(4) 製造者又は製造所に係る変更又は追加申請 

既に承認を受けている型式（仕様）に係る製造者又は製造所を変更又は追加し

ようとする場合の申請（製造者又は製造所の名称の変更のみの場合を含む。）の

ことをいう。 
 
2-2 申請書の提出  

申請書の様式は、装備品等にあっては規則第 14 条の 2 第 1 項に基づく装備品等

型式（仕様）承認申請書（規則第 7 号の 2 様式、別紙 2 参照）、特定救急用具にあ

っては規則第 152 条第 2 項に基づく特定救急用具型式承認申請書（規則第 28 号の 3
様式、別紙 3 参照）のとおり。 
(1) 申請者 

申請者は型式（仕様）承認を受けようとする装備品等又は特定救急用具の設計

者でなければならない。 
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なお、設計者以外の者を代理人として申請を行う場合にあっては、申請代理人

は当該設計者からの委任が行われていることを申請の段階で明示し、かつ申請書

の添付書類として提出すべき書類及び当局へ提示すべき書類の内容についての当

局からの照会、検査の円滑な実施に対して的確に対応しなければならない。 
(2) 種類 

装備品等の「種類」は、原則としてサーキュラー「型式承認対象部品」又は「仕

様承認対象部品」に例示されている名称を用いること。該当する名称がない場合

又は適当でない場合は一般に広く用いられている用語を用いること。 
特定救急用具の「種類」は、非常信号灯、救命胴衣、救命ボート、航空機用救

命無線機、落下傘のいずれかを記入すること。 
(3) 型式（仕様）名 

原則として型式（仕様）別に型式（仕様）名を次のとおり設定する。 
  （例）  「○○○○式△△△△型」 
       （設計者名） 
(3-1) 型式（仕様）の整理の仕方 
(3-1-1) 系列に係る型式（仕様）の取扱い 

同一品目の複数の型式（仕様）について承認を受けようとする場合であっ

て、各型式（仕様）の基本設計からの派生型の場合で、同一系列の型式（仕

様）（以下、「系列型式（仕様）」という。）として取扱うことが適当と認

めた場合は、これらを系列型式（仕様）として取扱い、その総称として型式

（仕様）系列名を設定することができる。 
原型式（仕様）に対し基本的に影響を及ぼさない範囲で変更を行った型式

（仕様）について別途承認を受けようとする場合にあっても、これが原型式

（仕様）の派生型であり、これらを系列型式（仕様）として取扱うことが適

当と認めた場合にあっては、同様に系列型式（仕様）として取扱い、その総

称として型式（仕様）系列名を設定することができる。 
系列型式（仕様）の個々の型式（仕様）名は、型式（仕様）系列名の後に

－（ダッシュ）番号を付す等、相互の関連を明確にして設定すること。なお、

（例） 型式（仕様）系列名 型式（仕様）名 部品番号 
 AB 式 XY-1 型 XY-1-1,XY-1-2 

AB 式 XY 系列型     AB 式 XY-2 型 XY-2-1,XY-2-2 
 AB 式 XY-3 型 XY-3-1,XY-3-2 
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系列型式（仕様）の設定については当局担当官と協議すること。 
(3-1-2) 系統に係る型式（仕様）の取扱い 

同一系統の複数の異なる型式（仕様）について承認を受けようとする場合

であって、それらの装備品等が 1 つの系統として動作する場合（例、自動操

縦装置）はその系統全体を系統型式（仕様）として又は一つの型式（仕様）

とみなして取り扱う。 
(3-2) 型式（仕様）の整理上の注意 

特定の航空機に搭載する等、同一目的で設計される装備品等であっても、そ

れぞれの装備品等が独立した機能を有し、系列又は系統型式（仕様）（以下、

「系列型式（仕様）等」という。）として取り扱うことが適当と認められない

場合は、個々の型式（仕様）毎に取り扱うこととする。 
系列型式（仕様）等に係る申請を行う場合、申請書の型式（仕様）名の欄に

は、型式（仕様）系列名等を記載する。この場合、承認を受けようとする個々

の型式（仕様）名を「備考」の欄に記載すること。 
(4) 設計者名及び住所 
(5) 製造者名及び製造所 

製造者及び製造所は原則として設計者と同じ又はこれに所属する者であること。

製造者及び製造所が設計者と異なることができるのは、設計者が製造者に対して、

製造される装備品等又は特定救急用具の仕様書に対する適合性について、保証す

る能力を有する場合に限る。 
(6) 検査希望場所及び時期 

検査時期を希望する場合は、要領第 2 条の表に定める 8 から 12 までの書類（但

し、試験実施報告書を除く。）の提出の時期が検査希望時期の 30 日前までである

ことを考慮して設定すること。記載例は次のとおり。 
（例）「○月」「○月○旬」「○月○日から○月○日の間」  
なお、ここでいう検査とは、製造過程に係る検査、証明試験に係る適合性の検

査、試験立会等を意味する。 

（例） 型式（仕様）系列名 型式（仕様）名 名称 
 AB 式 XY-1 型 ○×制御装置 

AB 式 XY システム    AB 式 XY-2 型 ○×表示装置 
 AB 式 XY-3 型 ○×動作装置 
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(7) 備考 
「備考」の欄には次の事項を記載する。なお、「備考」の欄に記載できない場

合は、別途書類を作成して添付してよい。この場合、「備考」の欄には次の例に

より添付した書類を明確にする。 
（例） 「○○○については別添○○○のとおり。」 

↑ 添付する書類の名称、書類番号、改訂符号（番号）、

発行日等 

(7-1) 申請理由 
(7-2) 型式（仕様）の概要 

承認を受けようとする型式（仕様）の概要を概略図等を付して記載する。 
変更申請の場合は、既に承認を受けている型式（仕様）からの変更内容及び

附属書の変更箇所を、追加申請の場合は、追加する型式（仕様）名、原型式（仕

様）との相違及び附属書の変更箇所を、漏れなく記載すること。 
(7-3) 証明試験の概要及びその実施計画 
(7-4) 提出書類（提出予定のものを含む。）の一覧（書類番号、改訂符号（番号）、

提出日を含む。） 
(7-5) 担当者名及び連絡先等 

 
2-3 附属書の提出 

要領第 2 条の表に定める 1 から 7 までの書類（仕様書、図面目録、部品表、認定

検査要領（型式承認に係るもの）、完成品検査要領（仕様承認に係るもの）、適合

性審査表、表示方法）に表紙、承認書一覧表、訂正表、有効頁一覧表、部品番号一

覧表及び目次を追加して、一冊にまとめ、申請書に添付して当局担当官に提出する

こと。 
なお、変更申請又は追加申請の場合及び製造者又は製造所に係る変更又は追加申

請の場合は、表紙、承認書一覧表、訂正表、有効頁一覧表及び部品番号一覧表を除

き、変更等を伴わない頁について省略することができる。 
2-3-1 一般 

(1) 書類の大きさ 
日本産業規格 A 列 4 号とする。ただし、図面等は A 列 4 号にするか、又は A

列 4 号に折ること。 
(2) 書類の書き方及び綴じ方 
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書類は横書き、左綴じとし、差し替えの容易な方法で綴じること。 
(3) 仕切り用紙 

要領第 2 条の表に定める各項の区分を見易くするため、本文と同一サイズの着

色仕切り用紙を作り、これに各項の表題を記入する。また、仕切り用紙には見出

しをつけること。 
(4) ページのつけ方 

附属書（仕様書から表示の方法まで。附属書の一部として挿入されている図面

を含む。）には適当な方法でページ番号をつける。また、各頁には改訂符号及び

承認又は受理年月日を記載できるようにしておくこと。 
さらに、系列型式（仕様）等であって個々の型式（仕様）毎に附属書をまとめ

る場合には、個々の型式（仕様）の附属書毎に、型式（仕様）名又はその型式（仕

様）を識別するための表示（例えば、第○部）をページ番号と分けて記載するこ

と。 
（例）「AB 式 XY-1 型 1（ページ）」 
   「第○部 1（ページ）」 
変更又は追加申請の場合であって、既に承認を受けている附属書の頁の記載内

容を変更する場合、当該頁の変更等となった箇所の右方余白に縦線を引き、改訂

符号を付す。また、頁を追加しようとする場合は当該頁のページ番号は追加され

る直前の頁のページ番号に－（ダッシュ）を付けて設定する。 
（例） 25 と 26 の間に頁を追加する場合は 25-1 
    46-1 と 47 の間に頁を追加する場合は 46-2 

ただし、附属書の大部分を変更しようとするときは、再度通し番号でページ番

号を付け直すことが望ましい。 
(5) ファイル 

市販レター･ファイル以上のなるべく厚手のファイルとし、背表紙に次の事項を

表示する。なお、一冊にまとめられない場合は冊数が分かるように「ファイル番

号／ファイルの総冊数」を表示すること。 
① ｢型式（仕様）承認書第○○号附属書｣ 

番号は、新規申請時は空欄（承認を受けた後に承認番号を記入する。）、変更

又は追加申請時はその承認番号（2-3-4 項解説参照）を記載する。 
② 装備品等又は特定救急用具の種類及び型式（仕様）名 

種類及び型式（仕様）名は、申請書に記載した名称とする。 
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③ 設計者名 
 

2-3-2 附属書のまとめ方 
(1) 系列型式（仕様）等を一つの附属書としてまとめる 
                        

                     （注） 各書類毎に、系列型式（仕

様）等に属する全ての型式

を記載する。 
 
 
 
 
 

 
 (2) 個々の型式（仕様）毎に附属書をまとめる 

          第 1 部附属書     第 2 部附属書 
 
 
 

         
 
 
 
 
 
 
 

附属書リスト 表示の方法 
認定検査要領 

部品表 

図面目録 
仕様書 

目次 

個々の表紙 

部品番号一覧表 

有効頁一覧表 

訂正表 

承認書一覧表 

表示の方法 
認定検査要領 

部品表 

図面目録 
仕様書 

目次 

個々の表紙 表紙 

 

＋ ＋ 

部品番号一覧表 

有効頁一覧表 

訂正表 

承認書一覧表 

表紙 

 

表示の方法 

 認定検査要領 

部品表 
図面目録 

仕様書 

目次 

 

＋ 
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 (3) 個々の型式（仕様）のうち共通部分を共通附属書としてまとめ、相違部分を個々

の型式（仕様）毎に附属書としてまとめる 
            共通附属書（※）     第 1 部附属書 
   
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
※各附属書のうち、共通部分を共通附属書としてまとめ、各附属書には個別事項を記載する。 

 

まとめ方については当局担当官と協議すること。なお、(2)又は(3)の場合であっ

ても附属書（全体）の表紙、承認書一覧表、訂正表、有効頁一覧表、部品番号一

覧表は附属書全体の共通のものを作成すること。 
 

2-3-3 附属書の表紙 
(1) 附属書（全体）の表紙 

附属書の冒頭に表紙を入れる。表紙の様式については申請者所定でよいが、フ

ァイルの背表紙に表示する事項が明示されていなければならない。（付録 1-1 参

照） 
(2) 系列型式（仕様）等の場合の表紙 

系列型式（仕様）等について個々の型式（仕様）毎に附属書をまとめる場合は、

系列型式（仕様）等全体の表紙の他に個々の型式（仕様）毎にも表紙を入れる。 
この場合、個々の型式（仕様）毎の表紙には附属書全体の表紙と同様に次の事

項が明示されていなければならない。（付録 1-2 参照） 
① ｢型式（仕様）承認書第○○号附属書｣（番号は承認番号（2-3-4 項解説参照）

とする。） 

附属書リスト   

部品番号一覧

表 有効頁一覧表 

表示の方法 
認定検査要

領 部品表 

図面目録 
仕様書 

目次 

個々の表示 

表示の方法 
目次 

仕様書 

図面目録 
部品表 

認定検査要

領 表示方法 

目次 

仕様書 

図面目録 
部品表 

認定検査要

領 表示方法 

目次 

仕様書 

図面目録 
部品表 

認定検査要

領 表示方法 

認定検査要領 

部品表 

図面目録 
仕様書 

目次 

個々の表紙 

 

認定検査要領 

部品表 

図面目録 
仕様書 

目次 

個々の表紙 

訂正表 
承認書一覧表 

 表紙 

＋ ＋ ＋… 
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② 個々の型式（仕様）の整理番号 
③ 装備品等又は特定救急用具の種類及び個々の型式（仕様）名 
④ 設計者名 
 

2-3-4 承認書一覧表 
(1) 承認書一覧表は当該型式（仕様）又は系列型式（仕様）等の承認状況を明確に

するためのもので、附属書の冒頭に入れる。 
(2) 承認書一覧表には表題「承認書一覧表」及び型式（仕様）名を記載し、「承認

年月日」、「承認書番号」及び「備考」の欄を設ける。（付録 1-3 参照） 
(3) 「承認年月日」及び「承認書番号（解説参照）」の欄は、承認後に記入するた

め、申請時は空欄でよい。 
(4) 系列型式（仕様）等の場合は、型式（仕様）名に代えて型式（仕様）系列名等

を記載し、表中の「備考」の欄には承認を受けようとする個々の型式（仕様）名

を記載する。 
(5) 表が 2 頁以上にわたる場合は、余白に「頁数」を記載する。 
(6) 変更又は追加申請の場合は、既に承認を受けた型式（仕様）の承認書一覧表に

必要事項を追記して提出する。特に「備考」の欄には変更等の内容、型式（仕様）

名等を記載する。 
（解説）「承認番号」とは、申請のあった型式（仕様）毎に当局において登録さ

れ付与する番号をいう。系列型式（仕様）等にあっては、個々の型式（仕

様）に対してではなく当該系列型式（仕様）等全体に対して一つの承認番

号が付与される。 
 「承認書番号」とは、申請に対応して発行される承認書に記載された番

号をいう。新規申請の場合、承認番号と承認書番号は同一であるが、変更

又は追加申請にあっては、交付される承認書毎に、承認番号のあとに番号

を付した承認書番号（例、「第○○号の○」）が承認書に記載される。こ

の場合、承認番号は、このうちの最初の番号である「第○○号」を指す。 
 

2-3-5 訂正表 
(1) 訂正表は附属書の変更、追加又は削除（以下、「変更等」という。）の状況に

ついて明確にするためのものである。新規申請の場合は次のとおり作成し、変更

又は追加申請の場合は、既に承認を受けた型式（仕様）の訂正表に必要事項を追
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記して提出する。 
(2) 訂正表には表題「訂正表」及び承認書一覧と同様に型式（仕様）名又は型式（仕

様）系列名等を記載し、「承認又は受理年月日」、「変更概要」及び「頁」の欄

を設ける。（付録 1-4 参照） 
(3) 「承認又は受理年月日」の欄は、承認又は受理後に記入するため、申請時は空

欄でよい。「変更概要」の欄は、付録の記載例を参考にして記入する。なお、系

列型式（仕様）等の場合は必要により個々の型式（仕様）名を明らかにして記入

する。 
(4) 「頁」の欄は、新規申請にあっては「全頁」、変更又は追加申請にあっては変

更等となる頁を記載する。削除になる頁についても、その旨が明らかになるよう

に記載する。 
(5) 表が 2 頁以上にわたる場合は、余白に「頁数」を記載する。また、表中、下部

に空欄を設けたまま頁を変更しようとする場合は、当該空欄に斜線を引く。 
(6) 変更又は追加申請の場合であって、既に承認を受けた旧書式の訂正表（確認印

のあるもの。）がある場合は、当該訂正表に続いて頁を設定する。 
 
2-3-6 有効頁一覧表 

(1) 有効頁一覧表は附属書の変更等により改廃された後の有効な頁の状況を明確

にするためのものである。 
(2) 有効頁一覧表には表題「有効頁一覧表」及び承認書一覧と同様に型式（仕様）

名又は型式（仕様）系列名等を記載する。なお、系列型式（仕様）等の場合は個々

の型式（仕様）毎に頁を分けて有効頁一覧表を作成してもよいが、全ての有効頁

一覧表は附属書全体の巻頭に入れる。この場合は、表題「有効頁一覧表」の下に

は型式（仕様）系列名等及び個々の型式（仕様）名を記載する。 
(3) 有効頁一覧表には「頁」、「改訂符号」及び「承認又は受理年月日」の欄を設

けて記載する。（付録 1-5 参照） 
(4) 「承認又は受理年月日」の欄は、承認又は受理後に記入するため、申請時は空

欄でよい。 
(5) 変更又は追加申請の場合は、承認を受けようとする内容（改訂符号の変更、頁

の追加等）に書き直したものを提出する。削除となる頁は「改訂符号」の欄に、

その旨（例、「削除」）を記載し、「承認又は受理年月日」の欄には削除につい

て承認又は受理された年月日を記載する。 
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(6) 表が 2 頁以上にわたる場合は、余白に「頁数」を記載する。 
 
2-3-7 部品番号一覧表 

(1) 部品番号一覧表は承認された型式（仕様）に基づく装備品等又は特定救急用具

の部品番号を明確にするためのものである。 
(2) 部品番号一覧表には表題「部品番号一覧表」及び承認書一覧と同様に型式（仕

様）名又は型式（仕様）系列名等を記載する。なお、系列型式（仕様）等の場合

は個々の型式（仕様）毎に部品番号一覧表を作成してもよいが、全ての部品番号

一覧表は附属書全体の巻頭に入れる。この場合は、表題「部品番号一覧表」の下

には型式（仕様）系列名等及び個々の型式（仕様）名を記載する。 
(3) 部品番号一覧表には「部品番号」、「承認又は受理年月日」、「名称」、「備

考」の欄を設け、仕様書に記載されているとおりに記載する。（付録 1-6 参照） 
(4) 「承認又は受理年月日」の欄は、承認又は受理後に記入するため、申請時は空

欄でよい。 
(5) 変更又は追加申請の場合は、承認を受けようとする内容に書き直したものを提

出する。ただし、「承認又は受理年月日」の欄は型式（仕様）に変更があった場

合であっても部品番号に変更ない限り当該部品番号について新規に承認を受けた

年月日を記載したままとする。 
(6) 承認を受けるにあたって、廃止される部品番号がある場合はその旨を「備考」

の欄に記入する。  
（例）「承認書第○○号の○により廃止」 

(7) 表が 2 頁以上にわたる場合は、余白に「頁数」を記載する。 
 
2-3-8 目次 

(1) 要領第 2 条の表に定める 1 から 7 までの書類（仕様書、図面目録、部品表、認

定検査要領（型式承認に係るもの）、完成品検査要領（仕様承認に係るもの）、

適合性審査表、表示方法）の目次を作成する。（付録 1-8 参照） 
(2) 系列型式（仕様）等の場合であって個々の型式（仕様）毎に附属書をまとめる

場合は、整理番号及び個々の型式（仕様）名のリスト（付録 1-7 参照）を作成し

目次に代えて入れ、個々の型式（仕様）毎にそれぞれ目次（当該型式（仕様）名

及びその整理番号を明確にすること。）を入れる。 
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2-3-9 仕様書（付録 1-9 参照） 
(1) 目的 

次の例に従い型式（仕様）名を明確にして記載する。なお、英語による型式（仕

様）名を設定する必要がある場合は、［型式（仕様）名又は系列型式（仕様）名

等］の後に英語の型式（仕様）名を併記すること。 
（例）本書は［設計者］が設計及び製造し［装備品等又は特定救急用具の種類

及び名称］、［型式（仕様）名又は系列型式（仕様）名等］に適用する［型

式又は仕様］を定める。  
(2) 適用となる装備品等 

適用する装備品等又は特定救急用具の名称（銘板等に英語の名称を表記しよう

とする場合は英語の名称を記載又は併記すること。）、部品番号等を記載する。

なお、系列型式（仕様）等の場合は、個々の型式（仕様）とその対象となる適用

装備品等との関係が明らかになるようにする。 
また、附属書、銘板等に用いる名称は、ここに示した名称に統一すること。 

   （例）   名     称      部品番号    
   高度計(ALTIMETER-XY)   XY-2-1   
   高度計(ALTIMETER-XY)   XY-2-2   

 
(3) 適用基準 

当該型式（仕様）において適用する基準の名称、改訂符号（番号）、発行日、

具体的に適用する項目等を記載する。 
適用基準は、原則として申請時において有効な耐空性審査要領及び当局が適当

と認めた基準（FAR、JAR 等）を基本とする。 
(4) 適用規格 

材料、部品等に適用する規格を明記する。適用規格は当局の認める公知規格

（TSO、MIL、JIS、RTCA 等）であること。 
部分的にこれらの規格を使用する場合、仕様書上その引用個所を明確にするこ

と。 
(5) 準拠資料 

当該型式（仕様）の設計者が設定する規格（社内規格）、搭載する航空機の設

計者が指定する基準・規格、航空運送事業者等が指定する仕様等がある場合は記

載する。（必要な場合に限る。） 
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なお、航空機、発動機等の型式を特定した基準・規格を引用している場合は、

次項の使用条件の欄に「（例）本型式（仕様）は［航空機、発動機等の型式等］

に対応した［基準・規格］に基づいて適用基準への証明がなされている。」を記

載する。 
(6) 仕様概要、諸元、要求事項・要件等 

型式（仕様）の概要、基本構造の概要、システムの構成、主たる材料構成、機

能、性能諸元、主要寸法、重量及び重心位置、要求事項・要件、限界事項、使用

条件及び使用環境（RTCA DO-160 又は JIS W0812 等を適用する装備品等にあっ

ては引用する環境試験の名称及びそのカテゴリー）、有効期限等、必要事項を適

宜項目を設定して記載する。電気回路を有する装備品等にあっては電気的諸元、

回路概要等についても記載する。 
（解説）これらは仕様を特定するとともに、製造された装備品等又は特定救急

用具が適用基準を含む本仕様に適合しているかを判断する根拠ともなる

ため、仕様の範囲を明確にするための必要かつ十分な事項が網羅されて

いなければならない。 
例えば、最大重量は製造された装備品等又は特定救急用具が全てこの

重量以下であることが要求されるため、設計重量に製造誤差等を加味し

たものを最大重量として規定する必要がある。 
(7) 製造所 

当該装備品等又は特定救急用具の製造を行う製造所を特定するために、申請書

に記載した製造所に係る事項（名称、製造及び品質保証に係る部署、所在地等）

を記載する。なお、複数の製造所がそれぞれ独立して同一の製造を行う場合、複

数の製造所が分担して一連の製造を行う場合等、製造所が複数ある場合は、その

関係を明確にすること。製造工程の一部を外注委託する場合にあっても、当該工

程が品質管理の観点において主たる工程である場合は、その外注先を製造所の一

つとして記載すること。 
(8) その他特記すべき事項 

当該装備品等又は特定救急用具の固有の事項、プロビジョンの対象となる装備

品の重量、重心位置、形状、主要寸法、最大消費電力等の装備要件（この場合、

型式（仕様）承認の対象外であることを明確にして記載すること）等、明確にす

べきことが必要な事項について記載する。 
(9) 総組立三面図等 
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図面の名称、図面番号、改訂符号（番号）を明確にするとともに当該図面を仕

様書の巻末にページを付けて入れる。また、図面には次項「(10) 銘板図面」に

定める事項を記載した銘板の取付位置を明記する。なお、当該型式（仕様）承認

の対象外となる部品又は部分は、原則として当該図面には記載してはならない。 
運用限界、使用制限等、適用基準で要求される標識又は当局が必要と認めた標

識がある場合は、その図面（記載内容を含む。）及び表示位置を明確にすること。 
この他、電気回路を含む装備品にあっては、その配線図（電気回路）又はブロ

ックダイヤグラムも総組立三面図とは別に作成し挿入すること。 
(10) 銘板図面 

銘板図面を仕様書の巻末にページを付けて入れる。銘板の表示事項は次のとお

りとする（要領第 7 条関連）。あらかじめ表示されているものと後で刻印等によ

り表示するものを明確にしておくこと。 
① 装備品等又は特定救急用具の名称 

系統型式（仕様）の場合は、系統全体に対する名称及び個々の装備品の名称を、

その関係がわかるように記載する。 
（例） 自動操縦装置（制御部） 
    自動操縦装置（表示部） 

② 型式（仕様）名又は部品番号 
装備品等又は特定救急用具の名称、型式（仕様）名及び部品番号は仕様書（本

文）と一致していなければならない。（注 1 参照） 
③ 製造番号又は製造ロット番号 
④ 当該承認の種類及び承認番号 

承認の種類（型式承認又は仕様承認）及び承認番号の表示例は次のとおり。（注

2 参照） 
（例）・装備品等又は特定救急用具の型式承認の場合 

国土交通省型式承認第×××号又は CAB T.A. No.××× 
・装備品等の仕様承認の場合 

国土交通省仕様承認第×××号又は CAB S.A. No.××× 
⑤ 社内検査の実施年月日及び合格印 
⑥ 有効期限（必要な場合に限る。） 

 
（注 1）銘板に当該型式（仕様）の設計者が定めた部品番号と伴に、適用航空
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機又は発動機等の設計者（以下「航空機設計者等」という。）が当該

型式（仕様）に対して定めた部品番号を併記する場合は以下に掲げる

条件を満足していること。 
① 当該航空機設計者等からその旨承認を受けていることが書面等に

より明らかであること。 
② 当該適用航空機又は発動機等の設計承認（型式証明等）に係る責

任が外国にある場合は、当該装備品等を直接出荷（ダイレクトシッ

プ）できることが認められていることが書面等により明らかである

こと。 
なお、TSO 設計承認を取得している装備品等については型式（仕

様）承認及び TSO 設計承認を受けた部品番号のみとする。 
（注 2）CAB は Civil Aviation Bureau の略 

T.A. は Type Approval の略 
S.A. は Specification Approval の略 

（解説）型式承認又は仕様承認を行った場合、かつては申請者に承認書を交

付するとともに官報に告示をしていたが、昭和 46 年 11 月 25 日付け

の規則改正により官報告示に代え、装備品等又は特定救急用具の本体

（本体に表示を行うことが適当でない場合には包装物）に運輸大臣が

承認したものである旨の表示を行うことになった。 
なお、これに伴い発行された昭和 47 年 2 月 14 日付け空検第 44 号

サーキュラーTCL-1033-72「型式・仕様承認品の表示について」は、

その内容を本項に統合したため、廃止した。 
このほか、定格、性能、重量（許容重量及び実重量）、運用限界、制限事項、

電子機器にあっては適用した環境試験等を表示すること。 
また、TSO 設計承認の取得予定がある場合は、TSO の表示を行う欄を設けて

おいてもよい。 
 

2-3-10 図面目録 
(1) 附属書には原則として図面目録のみ添付すればよいが、当該型式（仕様）の設

計及び製造に係る図面は全て目録に記載する。（付録 1-10 参照） 
(2) 図面目録は図面の名称、図面番号及び改訂符号（番号）を明確にすること。ま

た、各図面の位置付け（関係）がわかるように工夫して記載すること。 
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(3) 当局が必要と認めた場合はその図面（配線図、断面図、部品組立三面図等）を

附属書に入れること。 
 

2-3-11 部品表 
(1) 承認を受けようとする型式（仕様）に基づく装備品等又は特定救急用具の構成

部品（構成部品に Unit、Ass’y 等が含まれる場合は、別途作成した書類を引用す

ることにより Unit、Ass’y 等の構成部品については記載しなくてもよい。）を部

品表としてまとめる。 
(2) 部品表には部品の名称、部品番号、材料（材質）又は適用規格（公知規格でな

い場合は別途その仕様又は図面を明確にしなければならない。）、数量、購入先

及びその他当局が必要と認めた事項を漏れなく記入する。（付録 1-11 参照） 
 

2-3-12 認定検査要領（装備品等の型式承認に限る。） 
(1) 航空法施行規則第 15 条第 1 項で定める認定のための検査とは、型式承認取得後、製

造される装備品等が当該型式に適合するか否かを認定するための各個検査であり、

型式承認に係るものに限り必要である。 
(2) 附属書には、この認定を受けるための検査項目及び検査方法（基準を含む。）

等を具体的に記載する。（付録 1-12 参照） 
(3) 検査の内容は、外観上の検査（寸法、重量等）のみではなく、当該装備品等が

有する機能等仕様書に規定された要件を満足することが確認できるものでなけれ

ばならない。また、認定検査要領の各検査方法について他の書類を引用する場合

は、当該書類の書類番号、改訂符号（番号）及び発行日を記載すること。 
 
2-3-13 表示の方法 

(1) 航空法施行規則第 14 条の 2 第 10 項又は第 152 条第 5 項の規定により行うべき

表示の方法については、国土交通大臣の承認した承認の種類（型式承認又は仕様

承認）及び承認番号を次の事項を考慮して記載する。（付録 1-13 参照） 
① 装備品等又は特定救急用具自体の使用目的を阻害したり、その寿命に影響を及

ぼさないようにする。 
② 表示位置は、できるだけ外部から見易いところとする。 
③ 装備品等又は特定救急用具の本体に表示することが好ましくなく包装物等に表

示する場合を除き、表示は装備品等又は特定救急用具の本体がおかれる環境状態
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に耐え、本体と同等な寿命を有すること。 
(2) 具体的な表示内容（記載内容又はその図面）、表示の場所及び方法（例えば銘

板の場合はその材料、装備品等への取付方法、ペイントによる場合は塗料の種類

等）等、具体的に記載する。当該表示を銘板に行う場合は、「2-3-9(10) 銘板図

面」の記載内容を引用することができる。なお、承認の種類及び承認番号の表示

は原則として承認を受けた後でなければならない。 
 

2-4 附属書以外の書類の提出 
要領第 2 条の表に定める 8 から 12 までの以下の書類（完成品検査要領（仕様承

認に係る装備品等及び特定救急用具の場合に限る。以下同じ。）、適合性審査表、

故障報告要領、技術通報(SB 等)発行要領、適合性を証明する書類、品質管理方法を

説明した書類、取扱説明書）を、仕切り用紙を追加して原則として一冊にまとめ、

完成品検査要領及び適合性審査表については申請時に、それ以外の書類については

検査希望時期の 30 日前までに（ただし、試験により適合性を証明する場合における

試験実施報告書については試験後速やかに）当局担当官に提出すること。 
 
附属書以外の書類 
 
 
 

 
    
                 
                  
                   
                   
  

 
なお、変更申請又は追加申請の場合であって、故障報告要領、技術通報（SB 等）

発行要領、品質管理方法を説明した書類が前回の提出時から変更等がない場合及び

複数の申請を同時に行う場合にあって内容が同一の場合は、次の例に従い、その旨

を書面で提出することにより、当該書類の提出を省略することができる。 

その他 

取扱説明書 

品質管理方法 
適合性証明書

類 技術通報要領 
故障報告要領 

適合性審査表 
完成品検査要

領 
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ただし、当局担当官が必要と認めた場合は、速やかに提出すること。 
 （例）「○○要領は、平成○年○月○日付けで型式（仕様）承認を受けた［型

式（仕様）名及び装備品等又は特定救急用具の種類］の申請において提出

した［書類の名称、書類番号、改訂符号（番号）、及び発行日］のとおり

であり、変更等がないため提出を省略します。」 
 
2-4-1 一般 

書類の大きさ、書類の書き方及び綴じ方、仕切り用紙及びファイルについては、

前項「2-3 附属書の提出」に定める附属書のまとめ方に準じた方法とする。 
なお、ファイルの背表紙の表示のうち｢型式（仕様）承認書第○○号附属書｣は｢型

式（仕様）承認書第○○号関係書類｣とする。 
 
2-4-2 完成品検査要領 

完成品検査とは、仕様承認又は特定救急用具型式承認取得後、当該仕様又は型式に適

合するか否かを確認するために仕様承認又は特定救急用具型式承認を受けた者が行う

各個検査である。 
検査の内容等については、2-3-12(3)項を準用する。 

 
2-4-3 適合性審査表 

適用した基準又は規格に対する適合性について、その証明方法及びそれに関連す

る書類の名称等を一覧表として以下の（例）のとおりまとめたもの。 
(例) 

要  件 証明方法 関係書類 
耐空性審査要領第Ⅲ部   
第 3 章 強度   
 3-1-1 荷重 強度試験 強度試験実施要領 

TP-1-001 Rev. 3 (H12.3.4) 
強度試験実施報告書 
TR-1-001 Rev. New (H12.7.8) 

 3-1-2 安全率 解析 強度解析書 
ANL-2-002 Rev. New (H12.4.5) 

 3-1-3 強度及び変形 計算 荷重計算書 
CAL-3-003 Rev. A (H12.5.6) 

 3-1-4 強度の証明 図面 ○○図面 
No. DWG-4-004 Rev. B (H12.6.7) 
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要件…仕様書の適用基準として設定した耐空性審査要領の項目を記載する。

米国 FAR 等を適用する場合は併記又は列記する。また、これ以外に TSO、

RTCA 等の規格を適用する場合はこれらについても項目毎に記載する

こと。 
証明方法…図面、現状確認、解析又は実証試験等適用基準に対する証明方法

を記載すること。 
関係書類欄…具体的な証明内容又はそれを記載した書面等の名称及び書面番

号を記載すること。 
 
2-4-4 故障報告要領 

装備品等又は特定救急用具に対して社内検査、使用者からの情報等により安全性

に重大な影響を与える欠陥又は故障等を発見した場合の報告要領については、サー

キュラーNo. 6-002｢航空機故障報告制度について｣に基づき、型式（仕様）承認を受

けた者が行なう故障報告の様式、社内における責任（担当部署）及び権限、報告基

準等を記載する。 
なお、サーキュラーNo. 6-002「航空機故障報告制度について」は基本的事項を示

したものであるため、当該型式（仕様）に応じ、具体的な内容（報告基準、報告要

領、報告体制等）を設定するとともに社内においてその運用が周知徹底されてなけ

ればならない。 
報告先については、航空機安全課及び管轄する航空機検査官室とすること。 

 
2-4-5 技術通報（SB 等）発行要領 

サーキュラーNo.1-013｢技術通報（SB 等）の承認について｣に基づき、型式（仕

様）承認を受けた者が行う技術通報の発行担当組織、発行基準、技術通報（SB 等）

に係る手続き及び技術通報の様式等の発行要領を具体的に記載する。 
なお、型式（仕様）の変更等に係る技術通報を発行しようとする場合は、当該型

式（仕様）の変更等について承認を受けた後でなければならない。 
 
2-4-6 適合性を証明する書類 

(1) 試験により証明を行う場合 
試験により適用基準に適合することを証明する場合は、試験実施要領及び試験

実施報告書を提出すること。 
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(1-1) 試験実施要領 
試験実施要領は、申請者又はこれに属する者が内容の確認又は承認を行い、

その旨の表示（社内担当責任者等による押印又は署名、所属、承認日を含む。）

を行ったものを試験実施希望時期の 30 日前までに提出する。 
試験実施要領には、表題「試験実施要領判定書」、型式（仕様）名、装備品

等又は特定救急用具の名称、試験実施要領の名称（例、「○×試験実施要領」）、

試験実施要領の書類番号及び改訂符号（番号）、社内の承認者及びその承認年

月日、航空局の承認欄（署名、当局承認日、コメントを記入する欄）等を記載

した試験実施要領判定書を添付すること。（付録 1-14 参照） 
試験実施要領には次の事項が含まれていること。 
なお、当該装備品等を搭載しようとする航空機等の設計者が指定する試験方

法等を試験実施要領の一部として引用する場合、引用する書類の名称、番号、

改訂符号（番号）及び発行日を引用する事項毎に明記するとともに、当該試験

方法等を記載した書類を試験実施要領に添付して提出すること。 
また、試験実施場所、試験設備等を借用する場合又は委託等により試験の一

部若しくは全部を申請者が自ら実施しない場合は、その内容を明確にすること。

この場合、借用する場所、設備等が適切なものであること、委託する試験が委

託先において適切に実施されていることの責任は申請者が担いそれを確認し保

証する体制を要領において明確にしなければならない。 
① 試験実施要領の名称 

（例）「○×試験実施要領」 
② 書類番号、改訂符号（番号） 
③ 試験の目的 

（例）本要領は［設計者］が設計及び製造し［適用機種（必要による。）］

に搭載する［装備品等又は特定救急用具の種類及び名称］、［型式（仕

様）名又は系列型式（仕様）名等］の型式（仕様）が［適用基準のう

ち証明しようとする項目］に適合することを証明するための試験の要

領を定める。 
④ 証明しようとする適用基準 
⑤ 試験実施体制（試験実施責任者（試験立会者）を含む。） 
⑥ 試験実施場所及び試験環境 

⑦ 試験設備 
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治工具についてはその設計仕様書又は設計図面の番号及び改訂符号（番

号）等を、試験機器、計測機器等については要求される諸元、性能、精度、

規格等を記載する。 

（注）使用する計測機器等は、計器誤差、視差（読みとり誤差）等を考慮し

て適切な精度が要求されなければならない。 
⑧ 供試体の説明 

供試体の概要を必要により図面を付けて説明する。説明内容は当該試験の

供試体として要求される事項、要件等が必要かつ十分に記載されていなけれ

ばならない。供試体が承認を受けようとする型式（仕様）に基づくものと異

なる場合は、図面を添付するとともに、当該供試体が行おうとする試験の供

試体として適当であることを技術的に説明すること。 
⑨ テストセットアップの要領（計測機器等の設置方法、設置位置等を含む。） 
⑩ 供試体、テストセットアップ及び試験設備に係る適合性の確認方法（材料、

寸法、重量、機能、製造工程等）及び報告方法 
⑪ 試験項目及び試験方法 

（注）セットアップ及び試験において設定する又は計測する荷重値等は、当

該値を測定する計測機器等の計器誤差、視差（読みとり誤差）等を考慮

された値でなければならない。 
⑫ 合否の判定基準又は限界値、判定方法 

適用基準に具体的な数値が定められていないものであっても、当該装備品

等又は特定救急用具の使用方法、搭載部位等を鑑みて適宜具体的な基準を設

定すること。 
⑬ 不具合発生時の対応又は報告要領 

(1-2) 試験実施報告書 
試験終了後は、実施された試験の概要及びその試験結果を報告書としてまと

め提出する。試験及び試験結果に係る記録（試験データ、写真等）については

必要により提出又は提示を求める。 
試験の実施報告書の表紙には、その名称（例、○○試験実施報告書）、書類

番号、改訂符号（番号）、社内承認日が記載されていること。また、報告書の

内容として次の内容が含まれていること。 
① 報告の目的 

（例）本書は［設計者］が設計及び製造し［適用機種（必要による。）］に
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搭載する［装備品等又は特定救急用具の種類及び名称］、［型式（仕様）

名又は系列型式（仕様）名等］の型式（仕様）が［適用基準のうち証明

しようとする項目］に適合することを証明するために行った試験につい

て報告するものである。 
② 適用した試験実施要領の名称、書類番号、改訂符号（番号）、当局承認日 
③ 試験実施要領以外で承認を受けた書面（試験実施要領訂正書等）がある場

合はその書面の名称、書類番号、改訂符号（番号）、当局承認日 
④ 証明しようとする適用基準 
⑤ 試験実施体制（試験実施責任者を含む。） 

⑥ 試験実施場所及びその試験環境 

⑦ 使用した試験設備（治工具、試験機器、計測機器等を含む。）の名称、部

品番号、製造番号、製造者、性能諸元、設計仕様書又は設計図面の番号、有

効期限、検査又は較正記録をトレースできる管理番号等 
⑧ 使用した供試体の適合性の説明及び適合性確認書（添付） 
⑨ 実施したテストセットアップの説明 
⑩ 実施した試験項目及び具体的な試験方法、試験実施日 
⑪ 試験中発生した不適合又は不具合事項の概要及びそれに対する処置 
⑫ 試験結果及び合否の判定基準又は限界値 
⑬ 社内判定結果及びその判定者（所属、氏名及び署名又は押印） 

(2) 試験以外の方法により証明を行う場合 
試験以外の方法により適用基準に適合することを証明する場合は、当該証明の

内容を記載した書面（図面、計算又は解析書、既に承認を受けた型式（仕様）と

同一又は同等以上の安全性が確保されていることを説明した書面等）を提出する

こと。 
なお、試験を省略する場合は、次の場合であって試験以外の方法により適用基

準に適合することを証明することができる場合であること。 
① 信頼できる方法により技術的に解析する場合。申請者の経験に基づく手法、

計算式、数値等を用いる場合は、それが信頼できるものであることを証明する

こと。 
② 変更申請又は追加申請の場合で、既に承認を受けている同一系列に属する型

式（仕様）の証明試験の結果と同等又はそれ以上の安全性を有することが技術

的に証明できる場合。 
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2-4-7 品質管理方法を説明した書類 

サーキュラーNo. 2-001「事業場認定に関する一般方針」の第 5 項：業務規程の構

成と作成要領を参考に、第 6 章に後述する型式（仕様）承認保有者の履行義務を追

加した申請者が行っている品質管理の概要を説明した書類を提出する。 
 
2-4-8 取扱説明書 

(1) 取扱説明書は、使用者、修理者等に適正な使用方法を説明するために、その装

備品等又は特定救急用具が申請者の手を離れて機体に取付けられるまでの保管

（場所、期間）、包装、運送及び装備方法（取付けの方法）、取付け後に正規の

機能を発揮させるために必要な整備の方法、使用中の調整、点検（点検の種類、

点検間隔、修理及び使用可否の判断基準を含む。）及び小分解の方法等のほか、

必要に応じて、限界使用時間等を説明したものでなければならない。 
(2) 修理及び総分解手入れ説明書は、通常考えられる修理及びオーバーホールに必

要な手順、設備、器具、部品、材料及び検査、試験等を記載したものでなければ

ならない。部品、材料はいずれも正規部品の使用を規定すること。 
本書は、(1)項の取扱説明書に含めてもよい。 

 
2-4-9 その他の書類 

上記以外で必要と思われる書類又は参考資料がある場合は、仕切り用紙を入れて

前項までの提出書類の巻末に添付する。 
変更申請の場合は、変更等を行おうとする前の（現行の）附属書の関連頁を添付

すること。 
 

第 3 章 検 査 
要領第 3 条に定めるとおり当該型式（仕様）の装備品等又は特定救急用具が航空機

の安全性を確保できるものであるかどうかを判定するために次の検査を行う。なお、

変更又は追加申請の場合は検査を省略することができる。 
 
3-1 設計の検査 

申請装備品等又は特定救急用具について、適合性審査表（2-4-3 項）に基づき、各

項目毎に設計段階における基準への適合性及びその証明方法の適切性について検査
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を行う。 
 

3-1-1 試験による証明 
試験により証明を行おうとする場合は、承認を受けた試験実施要領に基づき試験

を実施して証明すること。この場合、当該試験は当局担当官の立会を一部省略する

場合にあっても、型式（仕様）の適用基準への適合性を証明する公的な試験（Official 
test）であるため、申請者が実施する社内試験（事前予備試験、研究開発のための試

験等）とは区別し、次のとおり実施されければならない。 
 
3-1-1-1 試験実施要領の航空局承認 

(1) 証明試験の実施にあたっては、試験の実施に先立ち 2-4-6 項(1-1)に定める試験

実施要領を提出し、航空局の承認を得なければならない。 
(2) 航空局の承認を受けた後に試験実施要領の変更等が生じた場合は、変更後の

（改訂履歴の更新された）試験実施要領を提出し、再度、航空局の承認を受けな

ければならない。ただし、誤記の訂正、試験方法の変更を伴わない部分の変更、

試験に影響を及ぼさない部分の供試体の形状変更等、変更内容が極めて軽微であ

り、かつ試験に影響を及ぼさない場合にあっては当該変更部分のみを記載した書

面を提出し航空局の承認を受けることができる。（付録 1-15 参照） 
なお、変更等の承認は試験実施前に受けること。 

 
3-1-1-2 申請者による適合性の確認 

(1) 申請者は、実施しようとする試験項目毎に使用する供試体、テストセットアッ

プ、試験設備（治工具、試験機器、計測機器等を含む。）等について、当局の承

認を受けた試験実施要領に対する適合性(100% compliance)を確認し、それを証明

しなければならない。このため、申請者は、試験実施要領で要求されている事項

及び当局が必要と認めた事項の全てについて漏れなく確認すること。なお、試験

要領に適合しない部分が発見された場合は、必要な措置を実施し、再度、適合性

の確認を行うこと。 
（解説）100% compliance とは当局の承認を受けた試験実施要領で規定された

全ての事項（試験実施要領に記載されていない事項であっても、仕様書、

図面、製造工程を含む品質管理上要求される事項は含まれる。）に適合

していることを意味する。相違部分がある場合は不適合として、必要な
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是正措置を施し再度、適合性の確認を行うこと。 
(2) 申請者は適合性の確認を行い、供試体、テストセットアップ、試験設備等につ

いて適合性が確認された場合は、次の事項を記載した書面（適合性確認書、

Statement of Conformity）を提出又は提示（付録 1-16 参照）するとともに、適

合性の確認に係る記録等を提出又は提示して、当該確認が適切に実施されている

ことを証明し、当局担当官による適合性の検査（Conformity Inspection）を受け

なければならない。 
表題（「適合性確認書」「Statement of Conformity」等） 

① 型式（仕様）名 
② 装備品等又は特定救急用具の名称 
③ 供試体の部品番号及び製造番号 
④ 適用した試験実施要領の名称、書類番号、改訂符号（番号）、承認日 
⑤ 試験実施要領以外で承認を受けた書面（試験実施要領変更書等）がある場合

はその書面の名称、書類番号、改訂符号（番号）、当局承認日 
⑥ 適合性の確認の種類（供試体に対する適合性確認、テストセットアップに対

する適合性確認、試験設備に対する適合性確認等）及びその結果 
⑦ 適合性の確認において発見した不適合事項及びその是正措置 
⑧ 現状における適合性の状況 
⑨ 適合性の確認を行った期日、適合性の確認を行った者の所属、氏名、署名又

は押印 
(3) テストセットアップは原則として、供試体について申請者による適合性の確認

及び当局担当官による適合性の検査（Conformity Inspection）を受けた後に行う

こと。 
 

3-1-1-3 当局担当官による適合性の検査（Conformity Inspection） 
(1) 当局担当官は申請者から提出及び提示のあった書類及び供試体、テストセット

アップ、試験設備等の現状について、試験実施要領に対する適合性の検査を行う。

当該検査の受検方法については当局担当官と協議すること。 
(2) 検査の結果、不適合事項が発見された場合又は試験実施要領の変更の必要が生

じた場合、申請者は所要な措置を講じなければならない。 
 

3-1-1-4 証明試験の実施 
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(1) 試験に使用する供試体、テストセットアップ、試験設備等は当局担当官による

適合性の検査（Conformity Inspection）を受けたものでなければならない。 
(2) 試験に使用した供試体を再度使用する場合は、再度適合性の確認を行い、適合

性の検査（Conformity Inspection）を受けなければならない。ただし、この場合

の適合性の確認、適合性の検査（Conformity Inspection）の一部又は全部につい

て省略することが承認を受けた試験実施要領に明記されている場合は除く。 
(3) 試験（試験実施場所、試験設備等を借用する場合又は委託等により試験の一部

若しくは全部を申請者自ら実施しない場合を含む。）は、その全部又は一部に対

して当局担当官が立会い、当該試験が試験実施要領に定めるとおりに行われてい

ること及びその結果について確認する。このため、試験を開始する前に、試験日

程について当局担当官と協議すること。 
(4) 試験は承認された試験実施要領に定められた方法で実施されなければならな

い。試験手順書等を試験実施要領とは別に定めて試験を実施しようとする場合に

あっても、申請者は当該試験が試験実施要領に基づき実施されることを保証しな

ければならない。ただし、当局担当官が適当と認めた場合は、その指示に従うこ

ととする。 
(5) 試験に使用する試験設備は、試験実施要領に定める要件に合致したものであり、

適切な精度管理及び保管管理されたものでなければならない。特に精度管理を要

するものにあっては、対応する基準原器へのトレーサビリティーが確認されてい

るものでなければならない。 
(6) 試験実施場所、試験設備等を借用する場合又は委託等により試験の一部若しく

は全部を申請者自ら実施しない場合であっても、当該試験の実施に係る責任は申

請者が担い、申請者又はこれに属する者の立会のもと適切に実施されなければな

らない。また、委託先が書類、記録等を作成する場合は、申請者自らが実施した

場合と同様に申請者の責任において当該書類、記録等の内容確認を行い、提出又

は提示しなければならない。承認を受けた試験実施要領に、試験実施場所、試験

設備等を借用する場合の適合性を保証するための方法、試験の一部又は全部を委

託する場合の委託先管理方法が明記されている場合は当該試験要領に従う。 
 
3-1-1-5 証明試験の実施報告 

証明試験終了後には、2-4-6 項(1-2)に定める試験実施報告書を提出しなければなら

ない。なお、試験及び試験結果に係る記録（試験データ、写真等）については必要
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により提出又は提示を求める。 
 
3-1-2 試験以外の方法による証明 

試験以外の方法により証明を行おうとする場合は、2-4-6 項(2)に基づき提出され

た当該証明の内容を記載した書面について基準への適合性及びその証明方法の適切

性を検査する。 
 
3-2 製造過程の検査 

品質管理方法を説明した書類（2-4-7 項）に基づき製造された申請装備品等又は特

定救急用具の製造過程の適切性について、規則第 35 条（事業場の認定の基準）及び

サーキュラーNo. 2-001「事業場認定に関する一般方針」の第 3 項に定める基準を準

用して検査を行う。 
 
3-3 完成後の現状検査 

製造された装備品等又は特定救急用具の一個以上の完成後の現状について、

2-3-12 項の認定検査要領又は 2-4-2 項の完成品検査要領に基づき、申請された型式

（仕様）に適合していることを検査する。 
 

第４章 承認書の交付 
第 3 章「検査」の結果、申請された装備品等又は特定救急用具が規則第 14 条又は

規則第 152 条に適合していると認めた場合は、装備品等にあっては規則第 14 条の 2
第 2 項及び要領第 4 条に基づき装備品等型式（仕様）承認書（規則第 7 号の 3 様式）

を、特定救急用具にあっては規則第 152 条第 3 項及び要領第 4 条に基づき特定救急用

具型式承認書（規則第 28 号の 4 様式）を、申請者に対して交付する。 
（解説）変更又は追加申請に基づき型式（仕様）を承認する場合にあっても、

承認（の範囲）は原則として当該型式（仕様）全体に対して行う。この

場合、新たに交付される承認書は、既に交付を受けた承認書に代わるも

のであり、既に交付を受けた承認書は新たに交付される承認書の交付を

もって無効となる。 
装備品等型式（仕様）承認書又は特定救急用具型式承認書（以下「承認書」という。）

の交付を受けた場合、申請者は附属書（原本）に承認年月日及び承認書番号を記入す

る。変更又は追加申請の場合にあっては、速やかに附属書（原本）の差し替えを行う
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とともに、無効となった頁は明確に分離されなければならない。 
承認書の交付を受けた者（以下「型式（仕様）承認保有者」という。）は交付され

た承認書又はその写しを附属書（原本）の表紙と承認書一覧表の間にファイルして保

管すること。 
承認を受けた型式（仕様）に係る提出書類（附属書、附属書以外の提出書類、その

他当局への提出書類。）は、原則として承認後、型式（仕様）承認保有者（申請者）

に返却する。返却時期は原則として附属書にあっては第 5 章に定める電子媒体の提出

後、附属書以外の提出書類にあっては承認書交付時に行う。 
 

第５章 承認後の電子媒体の提出 

型式（仕様）承認保有者は、承認を受けた後、承認年月日及び承認書番号を記入し

た附属書（表紙及び承認書を含む。）及び附属書以外の提出書類をできる限り早期に

電子媒体にして提出（1 部）すること。 
電子媒体の仕様は「付録 2.電子媒体の仕様」に定める。 
 

第６章 型式（仕様）承認保有者の履行義務 
6-1 附属書及び附属書以外の提出書類等の保管 

型式（仕様）承認保有者は、当局から要請があった場合には速やかに提出又は提

示できるように附属書（承認書を含む。）、附属書以外の提出書類、その他設計・

製造データ、承認取得後に発行した故障報告、技術通報（SB 等）等を適切に保管し

なければならない。保管期間は当該型式（仕様）承認を有している期間とする。 
提出書類等の保管を電磁的方法により行う場合は、サーキュラーNo.6-018「電子

署名及び電磁的記録に関する一般基準」に従うこと。 
 

6-2 型式（仕様）に係る装備品等の適合性の確認 
型式（仕様）承認に係る装備品等又は特定救急用具を製造した場合は、当該装備

品等又は特定救急用具が承認を受けた型式（仕様）に適合していることを型式（仕

様）承認保有者自らが認定検査要領（装備品等の型式承認に係るもの）又は完成品

検査要領（装備品等の仕様承認に係るもの又は特定救急用具）に基づき確認し、適

合が確認されたもののみに規則第 14 条の 2 第 10 項又は規則第 152 条第 5 項の規定

により表示を行うこと。表示の方法については附属書の表示の方法による。 
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6-3 製造検査認定の取得 
規則第14条の2第9項の規定に基づき、装備品等の安全性及び均一性の確保を図る

ため、型式（仕様）承認に係る装備品等又は特定救急用具を国内で製造する者は、

法第20条第１項第2号又は第6号に基づく製造及び完成後の検査の能力に係る認定

（以下「製造検査認定」という。）を取得し、製造すること。 
また、製造検査認定を既に取得している者であって、その認定の範囲に型式（仕様）

承認に係る装備品等又は特定救急用具が含まれていない場合は、当該認定の範囲に含

めるための認可を受けること。 
 
6-4 報告 

型式（仕様）承認保有者は、自ら行った検査、監査等により又は使用者からの情

報により安全性に重大な影響を与える欠陥又は故障及び均一性が確保されていない

ことを発見したときは、速やかに故障報告要領に従い報告するとともに、必要な是

正措置を講じること。なお、是正措置を速やかに講じることができない場合は、そ

の間、必要な対策を講じること。 
 
第７章 型式（仕様）承認に係る製品の製造を中止する場合 

7-1 製造中止届の提出 
型式（仕様）承認保有者は、型式（仕様）承認に係る装備品等又は特定救急用具

について製造を一時的に中止した場合には、その理由、製造を中止した型式（仕様）

名、承認の種類及び承認番号を明確にして航空機安全課長に届け出ること。（別紙 4
参照） 

製造中止に係る届出を行った後に製造を再開する場合には、その旨の届出を製造

開始前に行うこと。この場合、必要により品質監査を実施することがある。 
 
7-2 承認の取下げ 

型式（仕様）承認保有者は、型式（仕様）承認に係る装備品等又は特定救急用具

について製造を既に中止しており、今後も製造を行わない場合には、その理由、取

下げようとする型式（仕様）名、承認番号を明確にして航空局に別紙 5 の書類に承

認書を添付して提出すること。 
ただし、承認の取下げは、当該型式（仕様）に基づく装備品等又は特定救急用具

の製造を中止しており、かつ、既に製造されたものが航空機に使用されていないこ



 

1-004 (38) 

とが保証される場合に限る。 
（解説）当該型式（仕様）に基づく装備品等又は特定救急用具の製造を既に中止

している場合にあっても、既に製造された当該製品が航空機に使用され

ていないことを確認済みであること。又使用される恐れがある場合は使

用させないための必要な措置を講じない限り型式（仕様）承認保有者は

当該製品に対して技術通報の発行、不具合発生時の故障報告等の必要が

あることから、当該型式（仕様）を取り下げることはできない。 
当該型式（仕様）について米国連邦航空局の TSO 設計承認を取得している場合は、

TSO 設計承認を取り下げる旨、理由、部品番号等を記載した FAA 担当事務所宛の

レター（英文で記載されたもの。）に当該 TSO 設計承認を示した FAA のレター又

はその写しを添付して当局担当官に提出すること。 
 

第 8 章 附属書記載事項の訂正手続き 
8-1 記載事項訂正届の対象 

承認を受けた型式（仕様）に係る附属書の内容の変更等を行おうとする場合は、

第 2 章に定める変更又は追加申請を行い、変更後の型式（仕様）について承認を受

けなければならないが、附属書の誤記を訂正する場合に限り型式（仕様）承認附属

書記載事項訂正届（以下、「記載事項訂正届」、別紙 6 参照）の提出によって行う

ことができる。 
附属書の内容を変更等しようとする場合であっても、適用基準、製品の重量及び

重心位置、強度、信頼性、特性及びその他耐空性に影響を及ぼさない変更等であり、

次に該当する軽微なものについては、当局が附属書記載事項の訂正として取り扱う

ことが適当と認めた場合に限り、記載事項訂正届の提出によることができる。 
① 型式（仕様）に変更を及ぼさないもの。 
② 承認時に試験を行わず計算その他の資料により確認を受けた部分の変更。 
（適用基準への適合性を再評価しなければならないものは除く。） 

③ 変更によって互換性が失われず型式（仕様）名に変更を及ぼさないもの。 
④ 主要部分に属さない材料、部品、回路定数の変更等。 
ただし、型式（仕様）に変更を及ぼさないものであっても、適用基準等の変更、

試験又は計算により適用基準への適合性を証明している部分の変更等、適用基準へ

の適合性を評価しなければならない部分の変更等は記載事項訂正届の対象としない。 
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8-2 記載事項訂正届及び関係書類の提出 
附属書記載事項の訂正を行おうとする場合は、訂正届に関係書類を添えて当局担

当官に提出すること。 
記載事項訂正届には、訂正しようとする内容等を明確に記載すること。なお、記

載事項訂正届に記載できない場合は、別途書類を作成し添付すること。この場合、

「訂正内容」「訂正理由」の欄には次の例により添付した書類を明確にする。 
（例） 「○○○については別添○○○のとおり。」 
                ↑添付する書類の名称、書類番号、改訂符号（番号）、発行

日等 

関係書類は附属書のうち訂正を行おうとする頁とする。訂正頁の作成方法等は変

更申請の方法に準ずる。なお、訂正表及び部品番号一覧表の「承認書第○○号の○

に基づく～」は「記載事項訂正届に基づく～」とする。 
 

8-3 記載事項訂正届の受理 
記載事項訂正届の提出があった場合、その内容が記載事項の訂正であり、記載事

項訂正届に不備がなく、必要な書類が添付されている場合は当該届出の受理を行い

届出者に対してその旨を連絡する。 
届出者は附属書の必要箇所に受理年月日を記入し、速やかに附属書（原本）の差

し替えを行うとともに、無効となった頁は明確に分離されなければならない。 
また、受理後は第 5 章「承認後の電子媒体の提出」に従い附属書の電子媒体を提

出すること。 
 

第９章 附属書以外の提出書類に係る変更等が生じた場合の手続き 
既に承認された型式（仕様）の申請時等に提出した故障報告要領、技術通報（SB

等）発行要領、品質管理方法を説明した書類、取扱説明書を変更しようとする場合は、

変更しようとする内容を明らかにし、関係書類を添えて書面にて届出なければならな

い。 
 

第 10 章 品質監査 
承認を受けた型式（仕様）に基づき製造される装備品等又は特定救急用具の安全性

及び均一性の確保の観点から、型式（仕様）承認の交付後、型式（仕様）承認保有者

（委託先等を含む。）に対する品質監査を実施する。 
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10-1 監査の実施時期 
型式承認及び仕様承認にあっては原則として 1 ヶ年度に 1 回、定期監査を実施す

る。 
 

また、監査対象者が型式（仕様）装備品等若しくは特定救急用具に係る製造検査

認定を取得している場合又は承認を受けた型式（仕様）に係る装備品等若しくは特

定救急用具の製造を中止している場合であって「7-1 製造中止届の提出」に従い製

造中止届を提出している場合は、品質監査を省略することができる。 
なお、航空機安全課長、管轄する先任航空機検査官又は駐在航空機検査長が必要と

認めた場合にあっては、定期監査とは別に監査対象の全部又は一部について臨時監査

を実施することがある。この臨時監査には、実施時期を事前に通知するものと、通知

無しに実施するものがある。 
（例）・認定検査、安全証明検査の申請があった場合 

・製造中止届を提出している場合であって、製造を再開した場合 
・その他、装備品等又は特定救急用具の安全性又は均一性の確保のために

必要と認めた場合 
 
10-2 監査の基準 

承認を受けた型式（仕様）に係る装備品等又は特定救急用具の安全性又は均一性

について、規則第 35 条（事業場の認定の基準）及びサーキュラーNo. 2-001「事業

場認定に関する一般方針」の第 3 項に定める基準を準用し、また、「第 6 章 型式

（仕様）承認保有者の履行義務」が適切に遂行されているかについて監査をおこな

う。以下に基準への適合性を判断する上での監査の指針を規定する。 
(1) 施設 

ここに規定する施設とは、単に建物をいうのではなく、承認保有者の業務の

実施に必要な設備、作業場、保管施設等を総称しているものである。 
    (a)設備 
    a.必要な設備 

必要な設備とは、対象である航空機や装備品等の設計者、製造者等が必

要として指定する設備であること。なお、設備には、業務に使用する計測

機器、試験機器、工具等も含まれる。 
       ｂ.事務所 
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事務所とは、単なる作業者等の控え室ではなく、工程管理、技術部門の

事務室、技術資料等の管理室等である。 
 
    (b)作業場 

作業場とは、業務を行うために十分な面積を有し、業務の対象である航空

機や装備品等の設計者、製造者等が必要として指定する環境（温度、湿度、

照明、粉塵、騒音等）下にあるものであること。 
 
    (c)保管施設 

適切に保管するための施設とは、保管対象物について、その設計者、製造

者等が必要として指定する保管環境を有し、必要な容積を備えたものである

こと。 
なお、保管の対象物としては、材料、部品、装備品の他に計測機器、試験

機器、工具等も含まれる。 
注：接着剤等についても、保管温度が規定されている場合があるので注意

すること。 
 
   (d)施設・設備等の借用 

作業場、保管施設、設備等は、必ずしも自ら保有していなくても良いが、

作業実施時に借用できることが明確であり、借用できない場合にはそれに係

る業務を実施してはならない（作業の都度借用する施設・設備については、

それらが借用できない場合には、当該作業を実施することができない。）。 
借用品目について、承認保有者の基準(相手先ではない)に従って適切な管

理が行われていることの定期的な確認が、自ら実施されなければならない。 
作業の都度借用することが想定される場合には、当該施設・設備が承認保

有者の基準に適合していることを確認する方法を設定しておかなければなら

ない。 
 
  (2) 組織 
      (a)適切な分担 

適切な分担とは、承認保有者の構成する各組織又は各組織の長に過不足な

く分担されていること。 
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      (b)組織の意味 
組織は、その権限、責任、相互関係が明確で、業務の遂行に支障のない場

合には、必ずしも個々の業務毎に独立・細分化している必要はなく、また、

組織間の兼任や構成人員の数にもこだわらない。 
 
  (3) 人員 
   (a)適確に実施することができる能力 

承認保有者の各組織の人員は、各組織の業務を遂行するために十分な能力

を有すること。能力を保証するしくみとしては、国家資格、社内資格、業務

経験、教育訓練等の受講歴による能力区分等がある。 
検査に直接従事する者（4-2 項において「検査員」という。）については、

(6)(f)項に規定する検査制度に対応した十分な能力を有する資格制度のもと

に、承認されていること。 
特殊工程作業に従事する者については、最新の National Aerospace 

Standard 等公的規格に準拠した資格制度のもと、承認されていること。 
 
 例 

JIS W-0905 「航空宇宙用非破壊検査員の技量認定基準」 
NAS-410  Certification & Qualification of Nondestructive Test 

Personnel 
（上記例については、これらに限られるものではなく、同等な他の公的規

格に準拠してもよい。） 
 

      (b)適切な配置 
承認保有者の各組織の人員は、各組織の業務を遂行するために十分な数を

有していなければならない。また、業務が拡大する場合においては、人員数

の不足が業務の適切性を確保する上で問題となる例が多いことから、必要な

人員数を定量的に把握できることが必要である。 
      

  (4) 作業の実施方法 

ここに規定する作業の実施方法とは、承認を受けた型式（仕様）に係る装備

品等又は特定救急用具の製造の具体的な方法を指す。承認に係る製造の作業の
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実施方法（作業指示書、点検票、作業手順書、図面、マニュアル等）は、承認

された仕様書に基づき設定され、適切に文書化されていなければならない。 
作業の実施方法は、作業工程中の機能検査等、中間検査及び最終検査を含む

ものである。なお、製造後に行う検査（認定検査又は完成品検査）については、

2-3-12の認定検査要領又は2-4-2の完成品検査要領によるものとする。 
また、監査等において、型式（仕様）承認に基づき製造された装備品等につい

て、型式（仕様）に適合していることを国が検査する。検査の結果、型式（仕様）

に適合していないと認められる場合は、出荷停止等を含む業務改善勧告又は当該

承認を取り消す場合がある。 
 

(5) 品質管理制度 
      (a)施設の維持管理 

(1)項にて規定する施設の維持管理の適切性の基準は次の通りとする。 
なお、設備について借用や共用を行う場合にあっては、所有者又は管理責

任者の管理が次の基準を満足していることを借用者又は共用者が保証できな

ければならない。 
    a.責任及び権限の分担 

制度の運用についての責任及び権限の分担について担当組織、部門が明

確であること。 
       b.維持管理 

設備、工具等の維持管理は、各々の設計者が指定した方法であること。

設計者が指定した方法がない場合には、他の類似の機器等を勘案して承認

保有者が独自に設定することができる。この場合、その適切性について検

証する体制を有していること。点検・検査結果については、文書により記

録されていること。 
       c.精度管理 

精度管理の必要な設備、工具等について、対応する基準原器へのトレ－

サビリティ－が明確であり、その校正の間隔及び方法が当該設備、工具等

の設計者の指定する方法に従って行われること。また、工具等の校正の際

に、設計者の指定する許容値を外れていることが判明した場合には、当該

工具等を使用して実施された作業の適切性について検討を行う方法を定め

ること。更に計測機器等については、校正の間隔（又は有効期間）が使用
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者に判るように当該機器等に表示されていること。また、校正を必要とし

ないものについては、その旨の表示がされていること。 
       d.員数管理 

設備、工具等の員数について、文書、コンピュータ等による管理を行い、

定期的な照合が行われること 
 
    (b)教育及び訓練 

(3)項で規定する人員の教育及び訓練の適切性の基準は次の通りとする。な

お、教育訓練の方法としては、通常業務を離れた教育訓練だけでなく、業務

に従事しながら受ける教育訓練（On the Job Training)も含まれる。 
また、教育訓練の実施について委託を行う場合にあっては、委託先が次の

基準を満足していることを委託元が保証できなければならない。 
    a.責任及び権限の分担 

制度の運用についての責任及び権限の分担について担当組織、部門が明

確であること。 
       b.実施方法及び手順 

教育訓練の対象者並びに教育訓練の種類、方法及び手順が明確に定めら

れるとともに、教育訓練を行う者の要件が明確かつその教育訓練の内容に

合致していること。 
       c.教育訓練の内容 

教育訓練の内容は、教育訓練の対象者に応じたものであり、他の整備従

事者及び航空機乗組員との連携を含むヒューマン・パフォーマンスに関す

る知識及び技能についても実施されること。最新の資料に基づいているこ

と。なお、訓練カリキュラムに対応する教育資料は、組織として認知され

たものであること。教育訓練は、初期訓練だけでなく、期間を定めて行う

定期訓練が含まれていなければならない。定期訓練の対象には、確認主任

者、検査員、監査員等の他、整備員も含んでいること（定期訓練に関して

は、内容については品質管理体制の向上、技量の維持管理、ヒューマンフ

ァクターに係る不具合の防止等を目的としたものとして、その都度定めら

れるものでよい。）。 
       d.資格との関係 

確認主任者や社内資格等の要件と教育訓練との関係が明確であること。 
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    e.教育訓練の評価 
実施された教育訓練は、各人毎に評価が行われること（内容に応じて、

各人毎の評価が必要ない場合を除く。）。 
 
    (c)作業の実施方法の改訂（変更） 

(4)項で規定する作業の実施方法の改訂（変更）についての適切性の基準は

次の通りとする。 
    a.責任及び権限の分担 

制度の運用についての責任及び権限の分担について担当組織、部門が明

確であること。 
       b.変更の内容 

変更する内容は(4)項に従っており、最新のものに従っていること。 
       c.無効な実施方法及び手順の取扱 

変更により無効となった実施方法が業務に使用されないこと。 
 
    (d)技術資料の管理 

技術資料は、常に最新の状態に維持しなければならない。技術資料の具体

例としては、次のようなものが考えられる。 
①航空法及び関連する政令、省令、通達、告示等(耐空性改善通報等を含む) 
②型式証明、型式設計変更承認、追加型式設計承認、型式承認、仕様承認、

その他これに準じるものの技術資料 
③設計国又は製造国の航空当局からの耐空性改善命令(AD、CN 等) 
④設計者又は製造者による資料（製造図面、試験方法、Flight Manual、

Maintenance Manual 、 Component Overhaul  Manual 、 Service 
Bulletin、Service Information 等） 

⑤航空運送事業者の整備規程等 
⑥航空機又は装備品等の使用者からの技術情報 
⑦関連する規格等に関する技術書類(JIS、NAS、MIL、ISO、TSO 等) 
 
技術資料の入手、管理及び運用についての適切性の基準は次のとおりとす

る。なお、技術資料の入手、管理及び運用について委託を行う場合にあって

は、委託先が上記の基準を満足していることを委託元（承認保有者）が保証



 

1-004 (46) 

できなければならない。 
 

    a.責任及び権限の分担 
制度の運用についての責任及び権限の分担について担当組織、部門が明

確であること。 
       b.技術資料の入手 

業務に必要な最新の技術資料を入手できること 
       c.技術資料の管理及び運用 

入手された技術資料は、使用する人員の全てに最新のものが提供される

こと。各技術資料の配布先を明確にするとともに、配布先における当該資

料の管理担当者（改訂の差し替えを含む）を定めること。また、認定事業

場が管理を行わないものは、作業現場に持ち込んではならない。 
       d.無効な技術資料の取扱 

技術資料が改廃され、無効となったものは、業務に使用されないこと。 
 

   (e)材料、部品、装備品等の管理 
材料、部品、装備品等の管理についての適切性の基準は次の通りとする。 
なお、材料、部品、装備品等の管理について委託を行う場合にあっては、

委託先が次の基準を満たしていることを委託元が保証できなければならない。 
    a.責任及び権限の分担 

制度の運用についての責任及び権限の分担について担当組織、部門が明

確であること。 
       b.保管の方法 

保管の方法が明確であって、設計者が指定する方法に従っていること。

特別な方法により保管しなければならない品目（保管温度等が規定されて

いる品目）については、当該品又はその容器等にその旨表示すること。 
       c.不良品の混入防止 

使用できない材料、部品、装備品等が明確に分離され、それがそのまま

使用できるものとして流用されることのないこと。使用できない材料、部

品、装備品等について、使用できない旨当該品に明示する方法を設定する

こと。 
       d.在庫管理 
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在庫管理を行う方法を設定すること。在庫管理は、文書、コンピュータ

等で行われなければならない。また、定期的な在庫の照合が行われなけれ

ばならない。 
    e.保管期限 

保管期限が規定されている品目に対しては、保管期限管理を行う方法を

設定し、当該品又はその容器等にその有効期限を表示すること。 
f.その他 

材料、部品、装備品等について、航空機使用者等からの支給品がある場

合には、その取扱いについて明確にすること。また、混同を防ぐ方法が講

じられていること。なお、支給品であっても、使用する際の品質管理等は

基本的に承認保有者の責任で実施すること。 
        

    (f)検査制度 
    a.材料、部品及び装備品等の領収検査 

領収検査とは、作業に使用する材料、部品、装備品等をその製造者等か

ら購入する際の検査、及び予備品証明、基準適合証等が発行されている製

造品又は修理品についてその製造者、修理事業者等から受け入れる際の検

査である。領収検査は、原則として承認保有者自らが実施しなくてはなら

ないが、実施場所は自社以外でもよい。なお、同一組織内の自社以外の他

の部門から材料、部品、装備品等を受領する場合にも、領収検査が必要で

ある。これらの領収検査について委託を行う場合には、委託先が本項の基

準を満足していることを確認するとともに、当該委託先に対し(h)項の基

準に基づく委託管理を行わなければならない。 
         (i) 責任及び権限の分担 

制度の運用についての責任及び権限の分担について担当組織、部門が

明確であること。 
        (ii) 領収検査の基準及び方法 

領収検査の基準は、使用する材料、部品、装備品等が作業の実施方法

の中に指定するものに合致していることとし、方法はその基準への適合

性を判断するのに十分な方法であること。 
材料、部品、装備品等のそれぞれについて、検査の際に確認すべき証

明等（FAA Form81303、EASA (JAA) Form One、材料検査の証明書類
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等）明示されていること。 
       (iii) 領収検査を行う者 

領収検査を行う者は、前項の領収検査の基準及び方法に基づいて検査

を行う能力を有すること。また、検査を行う者（検査員）は、作業を行

う者（作業者）等との兼務であっても良い。 
        (iv) 不適合品の処理 

(ii)項の基準に不適合としたものが適合品から明確に分離され、それ

がそのまま使用できるものとして流用されることのないこと。不適合と

判定されたものに対し、明確な表示を行うこと。 
 
       b.装備品等の受領検査、中間検査及び完成検査 

受領検査とは、装備品等の受領する時の受入検査である。業務に使用す

る材料、部品、装備品等の受入検査は、a.項の領収検査として取り扱う。 
中間検査、完成検査とは、製造作業の中での検査であり、その中間過程

で実施するものを中間検査とし、最終段階で実施するものを完成検査とし

て取り扱う。 
なお、完成検査は必要な場合は、機能検査、飛行検査等を含むものとす

る。 
承認保有者の業務における装備品等の受領検査、中間検査及び完成検査

についての適切性の基準は次のとおりとする。 
         (i) 責任及び権限の分担 

制度の運用についての責任及び権限の分担について担当組織、部門が

明確であること。 
         (ii) 受領検査における作業対象の履歴の確認 

作業対象となる装備品等についての必要な履歴（不具合の内容、処置

状況、使用時間、耐空性改善通報の実施状況等）を使用者等から入手す

ること。 
        (iii) 検査の基準及び方法 

(4)項に規定する作業の実施方法に合致した検査の基準及び方法であ

ること（作業者自身による検査、作業者から独立した第三者による検査

等の検査の形態を含む。）。なお、受領検査の際は、損傷等のあるもの

についての検査において、その損傷の周辺についても十分な検査を行う
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こと。作業の中で実施される各検査について、作業書等において明確に

指示（検査の時期を含む）され、かつ、判定基準（限界値等）が示され

ていること。なお、整備規程等基準となるマニュアルに設定されている

該当する検査項目を引用してもよい。 
        (iv) 検査を行う者 

(ii)項及び(iii) 項の検査を行うのに十分な能力を有する者が検査を

行うこと。事業者はその能力を保証するしくみを有すること。なお、検

査を行う者（検査員）は、作業を行う者（作業者）等との兼務であって

もよい。 
         (v) 検査の結果 

(ii)項及び(iii) 項の検査の結果が記録され、関連する人員に提供され

ること。検査の結果、不適合となったものについては必要な修正処置を

行うか、不適合として明確に分離されること。 
      

    (g)工程管理 
     工程管理についての適切性の基準は次の通りとする。 
    a.責任及び権限の分担 

制度の運用についての責任及び権限の分担について担当組織、部門が明

確であること。 
       b.工程管理の内容 

作業の工程が、(4)項に規定する作業の実施方法に合致していること。 
なお、各工程間の引き継ぎ又は同じ工程における作業人員の交替による

業務の引き継ぎの場合であっても、(4)項に規定する作業の実施方法に合致

していること。 
 
    (h)委託管理 

委託には、特殊工程作業の委託等様々な内容があるが、ここでは引き込み

外注（労務提供を受ける）による委託についても、同様の取扱を行うことと

する。 
委託管理についての適切性の基準は次の通りとする。 
委託元は委託先管理を通じて、委託先が委託された業務に十分な能力を有

し、発注に従った業務を実施していることを保証している必要がある。 
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なお、予備品証明を有する装備品及び法第 17 条第 3 項の規定により法第

10条第 4項第 1号の基準に適合することが確認され基準適合証が発行された

装備品については、この委託管理制度の対象として取り扱わなくてもよい。 
    a.責任及び権限の分担 

制度の運用についての責任及び権限の分担について担当組織、部門が明

確であること。 
       b.委託先の選定 

委託に当たって、委託先の能力（施設、組織・人員、資材、制度等）が

委託する業務について十分であることを審査する委託先の選定基準が明確

であり、その基準に適合していることについて審査するのに十分な方法で

委託先を審査すること。 
なお、委託先が認定を受けている場合には、委託する業務が委託先の有

する認定の業務の範囲及び限定に含まれていることについて委託先を審査

するものとする。 
ただし、この場合であっても、事業場の定める選定基準と認定事業場の

技術上の基準との相違部分については委託先を審査する必要がある。 
    c.委託する業務の範囲 
      委託する業務の内容が明確に規定されること。 
       d.委託先への発注 

委託する個々の業務の内容が委託先に正しく通知されること。 
（例）作業発注書、委託業務指定書（SB 等の指定）等 

    e.領収検査 
委託した業務について、前項の指定する通りに業務が行われていること

を判断するのに十分な、委託元による検査の基準及び方法が明確であるこ

と。また、委託先が認定事業場であって、当該認定事業場の受けている認

定に係る確認を行った場合にあっては、当該確認がなされていることを判

断するのに十分な検査の基準及び方法が明確であればよい。領収検査は委

託元が自ら実施しなければならない。委託先が実施する検査をもって領収

検査としてはならない。なお、領収検査は委託先等認定事業場以外の場所

において実施してもよい。 
       f.委託先の監査 

委託先の能力が、委託する業務について適切であることを審査する基準
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が明確であり、その基準に適合していることについて委託先を適切な方法

及び頻度で監査すること。なお、委託先が認定を受けている場合であって、

その認定の範囲及び限定に含まれた業務を委託する場合には、この監査は

省略してもよいが、委託元の基準と委託先認定事業場の基準に相違があり、

その相違点についての委託先による内部監査が行われていない場合には、

その事項についての委託元による監査が必要である。 
       g.監査、検査を行う者 

b、e 及び f 項に規定する監査等については、それぞれを実施できる能力

を有する者により実施され、その能力を保証する仕組みを有すること。 
 
    (i)記録管理 

記録の管理についての適切性の基準は次の通りとする。なお、記録の保管

について委託を行う場合にあっては、委託先が次の基準を満足していること

を委託元が保証できなければならない。書類に代えて電磁的方法により記録

の作成又は保管を行う場合には、サーキュラーNo.6-018「電子署名及び電磁

的記録に関する一般基準」に従うこと。 
    a.責任及び権限の分担 

制度の運用についての責任及び権限の分担について担当組織、部門が明

確であること。 
       b.記録の範囲及び内容 

記録の範囲及び内容は、業務が適切に実施されていることを保証するた

めに十分なものであること。 
       c.記録の保管方法及び保管期間 

記録の保管方法は、記録の提供が求められた時に、速やかに記録の提示

ができるものであること。 
 
    (j)内部監査 
    a.内部監査制度の目的 

承認保有者については品質監査を通じて国による検査が行われるが、技

術進歩が急速な航空機関連分野においては、更に承認保有者自らが繰り返

し監査を行い、必要な是正措置を適時適切に取っていくことで、業務につ

いて関連する法令等への適合性を常日頃維持していく必要があり、またそ
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の適合性についての第一義的責任が承認保有者自らにあることをより明確

にする必要があることから、内部監査制度を備えるものである。従って、

内部監査については法令等への適合性に最終的責任を有する者である承認

保有者の責任において行うことが必要であり、承認を受けた者自らが内部

監査を行わない場合には、これを行う者を自社の人員の中から指名し、内

部監査の結果について直接報告を行わせなければならない。 
 
    b.内部監査の適切性の基準 
      内部監査についての適切性の基準は次のとおりとする。 
          (i)責任及び権限の分担 

制度の運用についての責任及び権限の分担について担当組織、部門が

明確であること。監査を行う組織は、常設の組織でなくてもよいが、監

査の計画については、当該組織の下に常時管理されていること。 
         (ii)監査の範囲 
             監査の範囲は、業務全てであること。 
         (iii)監査の計画性 

監査は計画的かつ定期的に実施されること。主要施設における業務に

ついては 1年の間に、他の施設における業務についても 2年の間に監査

の実施が網羅される必要がある。 
なお、監査には、業務について変更が生じる場合や、承認を受けた者

が必要と判断したときに行う不定期の監査もある。 
         (iv)監査の基準 

監査の基準は、業務が航空法及び関連する省令、通達その他の法令に

合致しているかどうかであること。なお、監査事項を具体的に記載した

チェックリスト等を作成すること。 
          (v)監査を行う者 

監査を行う者は監査の対象から独立した組織（常時の組織でなくとも

良い。）に属し、その監査の対象業務について十分な知識及び経験を有

するとともに、品質保証制度及び監査の手法についての社内教育訓練を

受けていること。こうした監査員の能力を保証する仕組みとして監査員

の社内資格を設けてもよい。 
なお、監査を行う者は、所属する部署への監査には携わらないことと
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なっていること。 
         (vi)監査の結果 

監査の結果は記録されること。当該記録は監査の責任者に直接報告さ

れること。 
        (vii)是正処置 

監査において発見された不適合事項については、承認保有者の責任で

是正処置をとること。是正処置の効果については、必要により再度監査

を行うこと。 
      (viii) 監査の記録と提供 

監査の結果及びそれに伴う是正処置については記録し、要求があった

場合は、国に提供されること。 
 
    c.内部監査実務の委託 

内部監査の計画、実施、監査結果の処置状況の監視については承認保有

者自らが責任を担うことが必要であるが、監査の実務を実施する者につい

ては前項(v) の能力を有することを承認保有者自らが審査し、その監査実

施の方法を指定することを条件に、自社以外の人員を利用することも可と

する。 
なお、この場合であっても監査の実務に係る第一義的責任は承認保有者

自らが担うことは自明である。 
 
10-3 監査結果の通知 

航空機安全課長は、監査を受けた者に対して、書面により監査結果を通知する。

ただし、指摘事項がない場合又は指摘事項の内容が軽微な場合で是正が期待できる

場合にあっては、口頭による通知により書面による通知を省略することができる。 
監査の結果について口頭又は書面により指摘事項を受けた場合、監査を受けた者

は速やかに是正計画及び是正内容を記載した書面を航空機安全課長に提出するとと

もに必要な是正を行うこと。また、是正実施後はその旨を航空機安全課長に報告す

ること。 
航空機安全課長は指摘事項に対する是正について報告を受けた場合、書類又は再

監査により是正状況の確認を行う。 
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第１１章 承認の取消し 
承認を受けた型式（仕様）の装備品等又は特定救急用具に対して安全性又は均一性

が確保されていないと認めた場合は、規則第 14 条の 2 第 3 項又は同第 152 条第 4 項

及び要領第 5 条に基づき国土交通大臣は当該型式（仕様）を取り消す。 
 

第１２章 型式（仕様）承認状況 
承認を受けた型式（仕様）及びその保有者に関する情報は、各検査官室において照

会に応じるほか、航空安全情報管理・提供システム「ASIMS」により閲覧すること

ができる。情報公開に際して報告者の個人情報は秘匿される。 
 
公開先 
 https://www.asims.mlit.go.jp/  

 
 
 
附則 
 1. 本サーキュラーは、平成 17 年 7 月 25 日から適用する。 
 2. 本サーキュラーは型式及び仕様承認に係るサーキュラーを統合整理し、サーキ

ュラーNo. 1-004 として発行するものである。 
 3. 本サーキュラーにより、TCM-23-002E-99「型式承認及び仕様承認要領」、

TCM-23-007F-99「型式承認及び仕様承認の手引き」、TCL-35「型式承認対象部

品を含む仕様承認部品の取扱いについて」及び TCL-1100-92「仕様承認一覧表」

は廃止する。 
 
 
附則（平成 23 年 6 月 30 日） 
 1．本サーキュラーは、平成 23 年 7 月 1 日から適用する。 
 
附則（平成 23 年 7 月 13 日） 

1. 本サーキュラーは、平成 23 年 9 月 1 日から適用する。ただし、6-3 項の改正規

定は、平成 26 年 9 月 1 日から適用する。 
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附則（平成 31 年 3 月 29 日） 
1.  本サーキュラーは、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 
2． 本サーキュラーの施行の際、現に 6-1 の規定による提出書類等の保管又は

10-2(5)(i)の規定による記録の作成若しくは保管を電磁的方法により行ってい

る者に対するサーキュラーNo.6-018「電子署名及び電磁的記録に関する一般基

準」の適用については、平成 32 年 11 月 4 日までは、なお従前の例によること

ができる。ただし、平成 32 年 11 月 5 日以降は、過去に、電磁的方法により

6-1 の規定による提出書類等の保管又は 10-2(5)(i)の規定による記録の作成若

しくは保管したものすべてについても、同サーキュラー（No.6-018）に適合さ

せることが求められる。 
 
附則（令和元年 6 月 28 日） 
1.  本サーキュラーは、令和元年 7 月 1 日から適用する。 
 
 本サーキュラーに関する質問・意見等については、下記に問い合わせること。 
    国土交通省航空局安全部航空機安全課機体係、発動機係又は装備品係 
      〒100-8918 東京都千代田区霞が関 2-1-3 
      電話番号  03-5253-8735 
      FAX    03-5253-1661 
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別紙 1 型式（仕様）承認手続きの流れ 
  国土交通大臣                   申 請 者 
 （航空局安全部航空機安全課） 
            型式（仕様）承認申請(第 2 章)       ・型式（仕様）の決定 
            ・申請書提出(2-2 項)            ・基準への適合性の確認 
            ・附属書提出(2-3 項)(申請時に提出)    ・提出書類の作成 

・附属書以外の書類提出(2-4 項) 
（適合性審査表及び完成品検査要領：申請時 
それ以外：検査希望日の 30 日前までに提出） 
               ↓証明試験を行う場合(3-1 項) 

 
 

試験実施要領の承認(3-1-1-1 項) 
 
                                     (3-1-1-2 項) 

・承認を受けた試験実 
施要領に基づく確認 

                                 ・不適合事項の是正 
(3-1-1-3 項) 

 
                                     (3-1-1-4 項) 
 
 
               試験実施報告書提出 
 
 
                                     (3-2 項) 
                                     (3-3 項) 
 

型式（仕様）承認書交付(第 4 章) 
                                                                              
                                          ・個々の製品の適合性確認 
             電子媒体提出(第 5 章)         （承認の表示）(6-2 項) 

・認定検査受検 
（型式承認のみ） 

・品質監査受検(第 10 章) 
・製造中止、変更等の手続(第 7 章) 

 

申請書の受理 

 検 査(第 3 章) 
 

・ 提出書類の審査 
 
 
 
・ 試験実施要領の 
審査及び承認 
 
 

 
・適合性検査 
 
                            
・試験立会 
 
・ 試験実施報告書の 
 審査 
・製造過程検査 
・完成品検査 
・最終審査 

試験準備 

適合性の確認 

試験実施 

試験実施報告書

作成 

   承 認 承認取得 

申請準備 

製 造 過 程 ・

完成品検査受検 

適合性検査受検 

保 管 



 

1-004 (57) 

別紙 2 施行規則第 7 号の 2 様式（日本産業規格Ａ４） 
 
 
                                  型 式 
                   装 備 品 等     承 認 申 請 書 
                                  仕 様 
 
 国土交通大臣        殿 
 
      年  月  日 
 
                      住所又は主たる事務所の所在地 
 
                                         氏名又は名称        印  

 
      装備品        型式 
  下記の   について  承認を受けたいので関係書類を添えて申請します。 
      部 品        仕様 

 種          類   
 型      式 
             名 
 仕      様 

 
 
 

 
 
 

 設計者氏名又は名称及び住所   

 製造者氏名又は名称及び住所   

 製 造 所 名 及 び 所 在 地   

 検 査 希 望 場 所   

 検 査 希 望 時 期   

 

 
 備            考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。 
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別紙 3 施行規則第 28 号の 3 様式（日本産業規格Ａ４） 
 
 

特定救急用具型式承認申請書 
 
 

 国土交通大臣        殿 
 
      年  月  日 
 
                      申請者の住所 
 
                                         氏    名        印  

 
 下記の特定救急用具について型式承認を受けたいので関係書類を添えて 
申請します。 
 

 種           類   

  型 式 名   

  設 計 者 名 及 び 住 所   

  製 造 者 名 及 び 住 所   

  製 造 所 名 及 び 所 在 地   

  検 査 希 望 場 所   

  検 査 希 望 時 期   

 

 
 備           考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。 
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別紙 4 型式（仕様）承認製造中止届（日本産業規格Ａ４） 
 
 

型式（仕様）承認製品製造中止届 
 
 

 航空機安全課長        殿 
 
      年  月  日 
 
                      型式（仕様）承認保有者の住所 
 
                                         氏    名        印  

 
 下記の装備品（部品、特定救急用具）について製造を中止しましたので 
報告します。 

 
記 

 
 

承認の種類：      （例）型式承認、仕様承認 
 
承認番号：        第    号 
 
型式（仕様）名：    （例）○×式○×型 
 
理由： 

 
 
 
 
 
 
 
注 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。 
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別紙 5 型式（仕様）承認取下願い（日本産業規格Ａ４） 
 
 

型式（仕様）承認取下願い 
 
 

 国土交通大臣        殿 
 
      年  月  日 
 
                      型式（仕様）承認保有者の住所 
 
                                         氏    名        印  

 
 下記の装備品（部品、特定救急用具）について型式（仕様）承認を取り下げたいの

で承認書を添えて提出します。 
 

記 
 

 
承認の種類：      （例）型式承認、仕様承認 
 
承認番号：       第    号 
 
型式（仕様）名：    （例）○×式○×型 
 
理由： 

 
 
 
 
 
 
 
注 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。 
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別紙 6 型式（仕様）承認附属書記載事項訂正届（日本産業規格Ａ４） 
 
 

型式（仕様）承認附属書記載事項訂正届 
 
航空局安全部 

航空機安全課長 殿 
 年 月 日 

 
届出者住所 
氏   名        印  

 
 

種 類 
 

  
型式名 

（仕様名） 

 

 
承認の種類 
 

□装備品 □型式承認 
□部品  □仕様承認 
□特定救急用具 

 
承認番号 

 

 
第    号 

 
 
 
訂正内容 

 
 
 

 
 

 
 
訂正理由 

 
 

 

 
 
提出書類 
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付録 1 附属書記載例 
付録 1-1 表紙記載例 
 
 
 
 
 
 
 

型 式 承 認 書  
第  号  

附  属  書 
 
 
 

高 度 計 
 
 

○×式 XY 系列型 
 
 
 
 

○×株式会社 
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付録 1-2 個々の型式毎の表紙記載例 
 
 
 
 
 
 

型 式 承 認 書  
第  号  

附  属  書 
 

第 ○ 部 
 
 

高 度 計 
 
 

○×式 XY－1 型 
 
 
 
 

○×株式会社 
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付録 1-3 承認書一覧表記載例 
承 認 書 一 覧 表 

 
○×式 XY 系列型 

 
承認年月日 承認書番号 備    考 

平成○年○月○日 第○○号 ○×式 XY-1 型 
○×式 XY-2 型 

平成×年×月×日 
 

第○○号の 2 
 

○×式 XY-1 型の削除 
○×式 XY-3 型の追加 

平成 年 月 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第○○号の 3 ○×式 XY-4 型の追加 

（頁） 
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付録 1-4 訂正表記載例 
訂 正 表 

 
○×式 XY 系列型 

 
承認又は受理年月日 変 更 概 要 頁 備考 
平成○年○月○日 新規作成 

 第 1 部 ○×式 XY-1 型 
 第 2 部 ○×式 XY-2 型 

全頁  
 

平成×年×月×日 承認書第○○号の 2 に基づく型式の追

加及び削除 
第 1 部 ○×式 XY-1 型の削除 
第 3 部 ○×式 XY-3 型の追加 

第 1 部 
全頁(削除) 
第 3 部  
1～24 

 
 

平成△年△月△日 
 

附属書記載事項訂正届に基づく附属書

の記載変更 
第 2 部 ○×式 XY-2 型 
・誤記訂正 
・図面の CAD 化 

第 2 部 
1, 6, 6-1, 
8(削除), 9  

 
 

平成 年 月 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

承認書第○○号の 3 に基づく型式の変

更及び追加 
・第 2 部及び第 3 部 
○×式 XY-2 型及び○×式 XY-3 型の

ケース材料の変更及びこれに伴う部

品番号の変更 
  P/N XY-2-1 → XY-2-1A 
        XY-2-2 → XY-2-2A 
        XY-3-1 → XY-3-1A 
        XY-3-2 → XY-3-2A 
・第 4 部 ○×式 XY-4 型の追加 

第 2 部 
3(削除), 6, 
6-1, 6-2, 6-3 
第 3 部 
4, 5-1, 5-2 
第 4 部 
全頁 

 

（頁） 
 



 

1-004 (66) 

付録 1-5 有効頁一覧表記載例（系列型式であって個々の型式毎に作成する場合） 
有 効 頁 一 覧 表 

 
○×式 XY 系列型 

第 2 部 ○×式 XY－2 型 
 
頁 改訂符号 承認又は受理年月日 頁 改訂符号 承認又は受理年月日 

第 2 部 ○×式 XY－2 型    
1 A 平成△年△月△日    
2  平成○年○月○日    
3 （削除） 平成 年 月 日    
4 
5 
6 

6-1 
6-2 
6-3 
7 
8 
9 

10 
11 
12 

 

 
 

B 
A 
 
 
 

（欠番） 
A 
 
 
  
 

平成○年○月○日 
平成○年○月○日 
平成 年 月 日 
平成 年 月 日 
平成 年 月 日 
平成 年 月 日 
平成○年○月○日 

――― 
平成△年△月△日 
平成○年○月○日 
平成○年○月○日 
平成○年○月○日 

 

   

第 3 部 ○×式 XY－3 型 
  （以下略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（頁） 
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付録 1-6 部品番号一覧表記載例（系列型式であって個々の型式毎に作成する場合） 
部 品 番 号 一 覧 表 

 
○×式 XY 系列型 

第 2 部 ○×式 XY－2 型 
 

部品番号 承認年月日 名 称 備 考 
XY-2-1 平成○年○月○日 ALTIMETER-XY 承認書第○○号の 3 により廃止 
XY-2-2 平成○年○月○日 ALTIMETER-XY 承認書第○○号の 3 により廃止 

XY-2-1A 平成 年 月 日 ALTIMETER-XY 承認書第○○号の 3 により追加 
XY-2-2A 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 年 月 日 ALTIMETER-XY 
 

承認書第○○号の 3 により追加 

（頁） 
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付録 1-7 付属書リスト記載例 
 
 
 
 
 

○×式 XY 系列型 附属書 構成 
 
 
 
 

第 1 部 ○×式 XY－1 型 附属書  
 

第 2 部 ○×式 XY－2 型 附属書 
  

第 3 部 ○×式 XY－3 型 附属書  
 

第 4 部 ○×式 XY－4 型 附属書  
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付録 1-8 附属書目次記載例 
                                         

                                         

 
第 2 部 ○×式 XY－2 型 附属書 目次 

 
 
1. 仕様書……………………………………………………………… 1 ページ 
2. 図面目録…………………………………………………………… 6 〃 
3. 部品表……………………………………………………………… 7 〃 
4. 認定検査要領………………………………………………………10 〃 
5. 適合性審査表………………………………………………………11 〃 
6. 表示の方法…………………………………………………………12 〃 
 
 
（注）改訂符号は記載を省略。 
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付録 1-9 仕様書記載例 
                                          承認（受理）年月日： 年 月 

日 

                                          改訂 Ａ 

１．高度計 ○×式 XY－2 型 仕様書 
1.1 目的 

本書は○×株式会社が設計し、○×株式会社△□工場において製造する高度計、

○×式 XY－2 型（英語型式名 ○×XY-2）について適用する型式を定める。 
 

1.2 適用装備品 
○×式 XY－２型高度計 

    名     称        部品番号     適用機種    
  高度計(ALTIMETER-XY)     XY-2-1   ○○式 787-100 型 
  高度計(ALTIMETER-XY)     XY-2-2   ○○式 787-200 型 

 
1.3 適用基準 
(1) 耐空性審査要領第Ⅲ部（空検第 381 号 昭和 41.10.20） 

ただし、平成 10 年 5 月 22 日付け空機第 557 号までの改正を含む。 
第 3 章 強度     3-1 一般 
第 4 章 設計及び構造 4-1 一般 
第 6 章 装備     6-1 一般（6-1-3 及び 6-1-4 は除く。） 
           6-2-3 計器の装備（静圧系統） 
           6-3 電気系統及び電気装備 
第 7 章 運用限界、標識及び飛行規程 
           7-1 一般 
           7-2-11 運用限界（最高運用高度） 
           7-3 標識及び掲示板 

(2) FAR Part 25 Amdt.25-1 から 25-82 までの改訂を含む。 
    25.301, 25.303, 25.305, 25.307, 25,601,25.603,… 

   （注）上記適用基準は記載例を示すものであり、高度計の適用基準を示すものではない。 
 
1.4 適用規格 
(1) TSO-C10b Aircraft Altimeter, Pressure Actuated, Sensitive Type 
(2) RTCA DO-160D 
(3)  MIL-x-xxx  
 

1 
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                                         承認（受理）年月日： 年 月 日 

                                          改訂 新規 

1.5 準拠資料 
○○航空機製造会社○○基準 

 
1.6 仕様 
1.6.1 概要及び一般機能 

○×式 XY－２型 ALTIMETER-XY は………。 
 

1.6.2 基本構造 
  ………。 
 

1.6.3 性能諸元 
   ………。 
 

1.6.4 寸法 
   ………。 
 

1.6.5 質量 
○○の質量は下記の値を越えてはならない。 
    最大質量（単体）   ○○kg（△△lbs） 
また、次の装備品を搭載する場合は、各装備品及び総質量は下記の値を越えては

ならない。なお、各装備品を含む○○の強度証明質量は次のとおり。 
    強度証明質量 □□kg（◇◇lbs） 
   ………。 
 

1.6.6 使用限界及び使用条件 
   ………。 
 

1.6.7 製造所 
○×株式会社○○製造工場（主要工程及び最終検査） 
○×株式会社××製造工場（○○部分の製造及び検査） 

 
 
 

2 
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                                         承認（受理）年月日： 年 月 日 

                                          改訂 新規 

1.7 総組立三面図 
○×図面 ALTIMETER-XY XY-2-1A Rev.B 
（総組立三面図を仕様書の巻末に入れる。） 

 
1.8 銘板 

  銘板図面 AIP-1245 Rev.C（仕様書の巻末に入れる。） 
  表示内容は次のとおり。 

    名称    ALTIMETER-XY XY-2-1A  
     型式名   ○×式 XY－2 型 
     部品番号  XY－2－1A 
     製造番号  製造後、刻印を行う 
     承認番号  国土交通省型式承認第○○号 
     検査年月日 検査後、次のとおり刻印を行う。 
           （日）／（月）／（年） 
     合格印   ○×管理規定により表示する。 
     最大質量  次のとおり表示する。 
           （実際の質量）kg／最大質量○△kg 
     環境試験カテゴリー RTCA DO-160D Env.Cat.×××××× 
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付録 1-10 図面目録記載例 
                                         承認（受理）年月日： 年 月 日 

                                          改訂 Ｂ 

２．図面目録 
 図面名称 図面番号及び改訂符号 備考 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
 
7 
8 
9 
10 
11 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総組立三面図 
・○部分三面図 
・・断面図 
・・装備図 
・・配線図 
・・配線図 
 
・△部分三面図 
・・断面図 
・・装備図 
・・配線図 
・・配線図 

ABCD－1234 Rev. New 
ABCD－1235 Rev. A 
ABCD－1236 Rev. B 
ABCD－1237 Rev. C 
ABCD－1238 Rev. D 
ABCD－1239 Rev. E 
 
VWXY－1234 Rev. New 
VWXY－1235 Rev. F 
VWXY－1236 Rev. G 
VWXY－1237 Rev. H 
VWXY－1238 Rev. J 
 

XY-2-1A 用 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
 
XY-2-2A 用 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
 
 
 
 

6 
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付録 1-11 部品表記載例 
                                         承認（受理）年月日： 年 月 日 

                                          改訂 新規 

３．部品表 
部品名 部品番号 規格 数量 購入先 備考 

固定皮膜抵抗 
ダイアフラム 
パッキング 
コネクター 

・ 
・ 
・ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

R12 
210-0102 
333-555 

2CV-R600 
・ 
・ 
・ 

MIL-X-XXX 
AN XXXX 
JIS X XXX 

図面 No.○□△ 
・ 
・ 
・ 

1 
1 
2 
5 
・ 
・ 
・ 

△×電気 
○○製作所 
□○工業 
自社製作 

・ 
・ 
・ 

   

 
XY-2-1A 用 
(テフロン製) 
XY-2-2A 用 

・ 
・ 
・ 

7 
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付録 1-12 認定検査要領記載例 
                                         承認（受理）年月日： 年 月 日 

                                          改訂 新規 

4. 航空法施行規則第 15 条第 1 項の規定により行うべき検査の種類 
（認定検査要領） 
 
4.1 検査項目 

1. 構造材料検査 
2. 常温指示誤差検査 
3. 摩擦誤差検査 
4. ××××検査 
 

4.2 検査方法 
1. 構造材料検査 

…………。 
 
2. 常温指示誤差検査 

…………。 
 
3. 摩擦誤差検査 

…………。 
 
4. ××××検査 

…………。 
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付録 1-13 表示の方法記載例 
                                         承認（受理）年月日： 年 月 日 

                                          改訂 新規 

5. 航空法施行規則第 14 条第 5 項の規定により行うべき表示の方法 
（表示の方法） 

 
5.1 表示の内容 

｢銘板図｣（AIP－1245）による。 
 

5.2 表示する場所 
｢総組立三面図｣（ABCD-1234）による。 

 
5.3 表示の方法 
  銘板は○○合金製で○○に○○止めする。 
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付録 1-14 試験実施要領判定書記載例 
（書類番号） 

                          （発行日） 
 

試 験 実 施 要 領 判 定 書 
 
 
  １ 型式名及び装備品の名称 
    ○○式○○型 ××× 
 

２ 試験実施要領書の名称 
    ○×試験実施要領   
    書類番号 ○×○×－○× 
    改訂符号 ○ 
 
  ３ 承認 
    ○×株式会社○×事業部   （氏名及び押印又は署名） 
    承認日            ○○年○○月○○日 
 
  ４ 航空局承認 
    航空局航空機安全課     （氏名及び押印又は署名） 
    承認日            ○○年○○月○○日 
 
    航空局コメント欄 
                                    
                                    
                                    
 
 
 
 
 
 
※枚数が二枚以上にわたる場合は、各頁に書類番号及びページ番号を付す。 
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付録 1-15 試験実施要領訂正書記載例 
                         （書類番号） 
                         （発行日）  
 

試 験 実 施 要 領 訂 正 書 
 
  １ 型式名及び装備品の名称 
    ○○式○○型 ××× 
 

２ 試験実施要領書の名称 
    ○×試験実施要領  書類番号○×○×－○×  改訂符号○ 
    航空局承認日    ○○年○○月○○日 
 
  ３ 変更事項 
   (1) 変更理由 
      ･････････。 
   (2) 変更箇所及び内容 
     試験実施要領の○○（○ページ）に記載した○○を次のように変更する。 
       変更前             変更後  
       ･･････             ･･････ 
 
  ４ 承認 
    ○×株式会社○×事業部   （氏名及び押印又は署名） 
    承認日            ○○年○○月○○日 
 
  ５ 航空局承認 
    航空局航空機安全課     （氏名及び押印又は署名） 
    承認日            ○○年○○月○○日 
 
    航空局コメント欄 
 
 
 
 
                                    
※枚数が二枚以上にわたる場合は、各頁に書類番号及びページ番号を付す。 
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付録 1-16 適合性確認書記載例 
          （書類番号） 
 

適 合 性 確 認 書 
 
 
  １ 型式名及び装備品の名称 
    ○○式○○型 ××× 
 
  ２ 供試体の部品番号及び製造番号 
    P/N          S/N 
 
  ３ 試験実施要領書等 
    ○×試験実施要領   
    書類番号   ○×○×－○×  改訂符号○ 
    航空局承認日 ○○年○○月○○日 
    試験実施要領訂正書 
    書類番号   ○×○×－○× 
    航空局承認日 ○○年○○月○○日 
 
  ４ 適合性の確認の種類 
    □ 供試体               
    □ テストセットアップ         
    □ 試験設備                  
    □ その他               
 
  ５ 不適合事項及び是正措置 
    ･･････。 
 
  ６ 適合性の状況 
    ･･････｡ 
 
  ７ 適合性確認 
    （日付）  （所属）   （氏名及び押印又は署名）  
 
 
 
 
※枚数が二枚以上にわたる場合は、各頁に書類番号及びページ番号を付す。 
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付録 2 電子媒体の仕様 
 
 型式（仕様）承認保有者の利便性を鑑み、電子媒体を使用した作成の要領をここに

定める。 
 
1. 適用範囲 
型式（仕様）承認書附属書及び附属書以外の提出書類。 

 
2. 仕様の改正 
電子媒体、ハードウェア及びソフトウェアの技術開発の進歩は著しいため、必要に

より適宜改正することとしている。特に、使用できる電子媒体及びデータ形式は改正

が頻繁になることが予想されるため、使用できるデータ形式等、本仕様に疑問がある

場合は当局担当官に問い合わせること。 
 
3. 使用できる電子媒体 
 電子媒体として普及しているメディアは様々なものがあるが、利便性及び普及度を

鑑み、CD/CD-R(以下、「CD」という。)又は 3.5inch フロッピーディスク(以下、「FD」

という)とする。ただし、FD については 1 つの型式（仕様）承認で 3 枚以内になる場

合のみ認める。データの消失を防ぐため、媒体は品質の良いものを使用すること。 
 データフォーマットについては Microsoft Windows ロングファイルネームで入出

力できるものとし、CD は ISO9660 JOLIET 準拠、FD は 1.44Mbytes とする。 
 
4. 使用できるデータ形式 
 以下、標準的なデータ形式を示すが、これによらない場合はあらかじめ当局担当官

に問い合わせること。（インデックスを除く。） 
(1) 文書（ワープロ及びテキスト） 
･Microsoft  Word             (*.doc 形式) 
･JUST SYSTEM 一太郎            (*.jbw *.jtd 形式) 
･Text ファイル             (*.txt 形式) 

(2) 画像 
･bmp ファイル             (*.bmp 形式) 
･jpeg ファイル                 (*.jpeg/*.jpg 形式) 
･Photo CD              (*.pcd 形式) 

(3) その他 
･Hyper Text Mark Language Microsoft Internet Explorer (*.htm/*.html 形式) 
･Microsoft  Excel             (*.xls 形式) 
･Adobe  Acrobat reader            (*.pdf 形式) 
･動画ファイル             (*.mov/*.qt/*.vfw 形式) 
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5. 電子媒体のラベル 
(1) CD 又は FD の表面に次の項目を表示する。 

a. 「型式承認書第○○号附属書」又は「仕様承認書第○○号附属書」 
b. 装備品等又は特定救急用具の種類及び型式（仕様）名 
c. 設計者名 
d. 承認年月日 
e. 最終改訂年月日 
f. 複数のメディアに分かれている場合、その総枚数とそのメディアが何枚目かを

示す表示（例、「1/5」）を記入する。 
(2) CD 又は FD のケースに上記に加えて次の項目を表示する。 

g. 附属書を作製したソフトウェア名及びそのバージョン 
h. ファイルネーム一覧及びその内容の概要 

 
6. 電子媒体への記録形式 
電子媒体の記録方式、保存場所は原則、書類毎に以下のとおりとする。なお、書式

はそのまま印刷した場合、提出書類とできる限り同一になるようにすること。文書が

長い場合は、適切な場所で分割すること。１つのファイルの目安は FD に収まる長さ

とする。電子化が難しい書類はイメージスキャナ等で画像データとして作成してもよ

い。 
(1) Index 
・テキストファイル(*.txt)で作成する。 
・前項「5.電子媒体のラベル」の a から h までの項目に加え以下の内容を記載する。 
「i. 装備品等の概要（装備品等の特徴、使用方法等を簡単にまとめたもの）」 

・媒体（複数の場合、その全て）のルートディレクトリーに保存すること。 
・ファイルネームは[index.txt]とする。 

(2) 承認一覧等 
・表紙、承認書一覧表、訂正表、有効頁一覧表、部品番号一覧表を１つのファイル

としてワープロ文書又は表計算ソフトで作成する。 
・1 枚目の媒体のルートディレクトリーに保存すること。 
・ファイルネームは[承認一覧.***]とする（***は使用ｿﾌﾄに応じた拡張子。以下同。）。 

(3) 目次 
・ワープロ文書又は表計算ソフトで作成する。1 枚目の媒体のルートディレクトリ

ーに保存すること。 
・ファイルネームは[目次.***]とする。 

(4) 仕様書 
・ワープロ文書、又は pdf ファイルで作成する。 
・図等はできる限りワープロ文書中に貼り付けること。無理な場合は図面ファイル



 

1-004 (82) 

だけ別にしてもよいが、その旨を図が挿入される場所に明示すること。特に細か

い図面で見にくくなる場合は、適切な方法で作成すること。 
・任意の媒体のルートディレクトリー直下に[¥仕様書¥]サブディレクトリーを作

成し、そこに保存する。 
・ファイルネームは[仕様書.***]とする。 
・複数のファイルにまたがる場合はページ数の若い順に[仕様書 1.***]、[仕様書

２.***]と番号を付記する。 
(5) 図面目録 
・ワープロ文書又は表計算ソフトで作成する。 
・任意の媒体のルートディレクトリー直下に[¥図面目録¥]サブディレクトリーを

作成し、そこに保存する。 
・ファイルネームは[図面目.***]とする。 
・複数のファイルにまたがる場合はページ数の若い順に[図面目 1.***]、[図面目

２.***]と番号を付記する。 
(6) 部品表 
・ワープロ文書又は表計算ソフトで作成する。 
・任意の媒体のルートディレクトリー直下に[¥部品表¥]サブディレクトリーを作

成し、そこに保存する。 
・ファイルネームは[部品表.***]とする。 
・複数のファイルにまたがる場合はページ数の若い順に[部品表 1.***]、[部品表

２.***]と番号を付記する。 
(7) 認定検査要領 
・ワープロ文書、又は pdf ファイルで作成する。 
・図等はできる限りワープロ文書中に貼り付けること。無理な場合は図面ファイル

だけ別にしてもよいが、その旨を明示すること。特に細かい図面で見にくくなる

場合は、適切な方法で作成すること。 
・任意の媒体のルートディレクトリー直下に[¥認定検¥]サブディレクトリーを作

成し、そこに保存する。 
・ファイルネームは[認定検.***]とする。 
・複数のファイルにまたがる場合はページ数の若い順に[認定検 1.***]、[認定検

２.***]と番号を付記する。 
(8) 表示の方法 
・画像ファイル、ワープロファイル等で作成する。 
・任意の媒体のルートディレクトリー直下に[¥表示方法¥]サブディレクトリーを

作成し、そこに保存する。 
・ファイルネームは[表示.***]とする（***は使用ソフトに応じた拡張子）。 
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(9)  完成品検査要領 
・ワープロ文書、又は pdf ファイルで作成する。 
・図等はできる限りワープロ文書中に貼り付けること。無理な場合は図面ファイル

だけ別にしてもよいが、その旨を明示すること。特に細かい図面で見にくくなる

場合は、適切な方法で作成すること。 
・任意の媒体のルートディレクトリー直下に[¥完成検¥]サブディレクトリーを作

成し、そこに保存する。 
・ファイルネームは[完成検.***]とする。 
・複数のファイルにまたがる場合はページ数の若い順に[完成検 1.***]、[完成検

２.***]と番号を付記する。 
(10) 適合性審査表 
・ワープロ文書又は表計算ソフトで作成する。 
・任意の媒体のルートディレクトリー直下に[¥審査表¥]サブディレクトリーを作

成し、そこに保存する。 
・ファイルネームは[審査表.***]とする。 
・複数のファイルにまたがる場合はページ数の若い順に[審査表 1.***]、[審査表

2.***]と番号を付記する。 
(11) 故障報告要領 
・ワープロ文書又は表計算ソフトで作成する。 
・任意の媒体のルートディレクトリー直下に[¥故障報告¥]サブディレクトリーを

作成し、そこに保存する。 
・ファイルネームは[故障報.***]とする。 
・複数のファイルにまたがる場合はページ数の若い順に[故障報 1.***]、[故障報

２.***]と番号を付記する。 
(12) 技術通報発行要領 
・ワープロ文書又は表計算ソフトで作成する。 
・任意の媒体のルートディレクトリー直下に[¥技術通報¥]サブディレクトリーを

作成し、そこに保存する。 
・ファイルネームは[技術通.***]とする。 
・複数のファイルにまたがる場合はページ数の若い順に[技術通 1.***]、[技術通

２.***]と番号を付記する。 
(13) 適合性を証明する書類 
・ワープロ文書、又は pdf ファイルで作成する。 
・図等はできる限りワープロ文書中に貼り付けること。無理な場合は図面ファイル

だけ別にしてもよいが、その旨を文書中に明示すること。特に細かい図面で見に

くくなる場合は、適切な方法で作成すること。 
・任意の媒体のルートディレクトリー直下に[¥試験要領¥]、[¥試験報告¥]、[¥解析

¥]等のサブディレクトリーを作成し、そこに保存する。 
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・ファイルネームは[試験要.***]、[試験報.***]、[解析.***]等とする。 
・複数のファイルにまたがる場合はページ数の若い順に[試験要 1.***]、[試験要

2.***]等と番号を付記する。 
(14) 品質管理方法 
・ワープロ文書、又は pdf ファイルで作成する。 
・図等はできる限りワープロ文書中に貼り付けること。無理な場合は図面ファイル

だけ別にしてもよいが、その旨を明示すること。特に細かい図面で見にくくなる

場合は、適切な方法で作成すること。 
・任意の媒体のルートディレクトリー直下に[¥品質管理¥]サブディレクトリーを

作成し、そこに保存する。 
・ファイルネームは[品質管.***]とする。 
・複数のファイルにまたがる場合はページ数の若い順に[品質管１.***]、[品質管

２.***]と番号を付記する。 
(15) 取扱説明書 
・ワープロ文書、又は pdf ファイルで作成する。 
・図等はできる限りワープロ文書中に貼り付けること。無理な場合は図面ファイル

だけ別にしてもよいが、その旨を明示すること。 
・特に細かい図面で見にくくなる場合は、適切な方法で作成すること。 
・任意の媒体のルートディレクトリーの直下に[¥取扱説明¥]サブディレクトリー

を作成し、そこに保存する。ファイルネームは[取説.***]とする。 
・複数のファイルにまたがる場合はページ数の若い順に[取説 1.***]、[取説２.***]
と番号を付記する。
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（例）文書フォーマット(index.txt) 
a. 型式承認書第 765 号付属書 
b. NKK 式 MB－A 10 系列型 
c. 日本航空計器株式会社 
d. 平成 8 年 10 月 3 日 
e. 平成 10 年 12 月 3 日 
f. 1/3 
g. *.doc Word97 
  *.txt メモ帳 
  *.xls Excel97 
  *.bmp ペイントブラシ 
  *.pdf Acrobat reader Ver3.0J 
h.  
 1/2 枚目 
 Index.txt          index ファイル 
 承認一覧.doc        表紙・承認書一覧表・訂正表・ 
              有効頁一覧表・部品番号一覧表 
 目次.doc          目次 
 ¥仕様書¥目次.doc      仕様書の目次 
 ¥仕様書¥仕様書 1.doc   仕様書(P.1-30) 
 ¥仕様書¥仕様書 2.doc   仕様書(P31-58) 
 ¥仕様書¥仕様書 3.bmp   仕様書(P59)図面 
 ¥仕様書¥仕様書 4.bmp   仕様書(P60)図面 
 ¥図面目録¥図面目録.doc  図面目録 
 2/2 枚目 
 ¥部品表¥部品表.xls    部品表 
 ¥表示方法¥表示方法.bmp  表示の方法 
        ・ 
        ・ 
        ・ 
 
i. AIL 式 1230 型航空機用高度計 
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